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第2章 高度化 ・多様化する通信サービス

第1節 進展著 しいニ ュー メデ ィア

社会経済 の発展に伴い,通 信に対す るニーズは高度化 ・多様化 してい

る。 こ うした中で,通 信関連技術 の著 しい発 展等 を背景 と して,様 々の

新 しい通信 メデ ィアの実用 化が進 められ,こ れまでにない高度な通信 サ

ー ビスの提供が進め られている(第2-1-1表 参照) 。

第2-1-1表 新 しい通信メデ ィアの動向

年 月1 内 容

59年5月

7月

9月

lI月

60年2月

・衛星放送(試 験放送)開 始

・新 ファクシ ミリ通 信網 サービス開始

・INSモ デルシステム実験開始

・高速デ ィジタル伝送サ ービス開始

・キ ャプテン商用 サービス開始

・日本縦貫光 ファイバケーブル完成

・衛星通信サ ービス開始

1実 用化の進展する宇宙通信

米国をは じめとす る諸外 国において宇宙通信 の実用化が進む 中で,我

が国において も通信衛星2号(CS-2)及 び放送衛星2号(BS-2)

に よるサ ービスが開始 され,宇 宙通信の実用化が進 展 している。

(衛星通信 サー ビスの開始)

58年2月 及 び8月 に打ち上 げ られたCS-2は,こ れ までの離 島通信,
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通信衛星2号(CS-2)

非常災害時通信,臨 時通信 といった地上系回線の補完的利用に加 えて,

現在,通 信衛星の有す る同報性,広 域性 とい う特質を生か した新 しい衛

星通信 サー ビスを開始す るに至 っている。

60年2月 に 開始 された衛星通信 サー ビスには,衛 星 デ ィジ タル通 信サ

ー ビス と衛 星 ビデオ通信サ ービスが ある。 この うち衛 星デ ィジタル通信

サ ー ビスは高速 のデ ィジタル回線を提供す る もので,高 速 デ ータ伝送,

高速 ファクシ ミリ伝送,新 聞紙面 伝送,テ レビ会議等 に利用 可 能 で あ

る。 「
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また,衛 星 ビデオ通信 サー ビスは,4MHzの カラー映像伝送 と10kHz

の音声伝送が で きる回線を提供す る もので,有 線テ レビジ ョン放送事業

者への番組伝送等に適 してい る。

(衛星利用 パイ ロッ ト計画 とCS-3)

CS-2の 利用が進展す る一方 で,郵 政 省では,通 信衛 星の高度利用

に向け て,CS-2を 用い,衛 星 を使用す る機 会をで きるだけ広 く一般

に提供 し,利 用に当た っての具体的な技術,ノ ウハ ウを蓄積 させ ること

を 目的 とす る 「衛星利用 パイ ロッ ト計画」を62年 度 までの予定で進 めて

い る。 同計画に基づ き,現 在,大 容量 ファイル転送,LAN(ロ ーカル

エ リアネ ッ トワーク)間 通信,ビ デオテ ックス,テ レビ会議等が可能 な

統合 デ ィジタル通信 を内容 とす る コンピュータ ・ネ ッ トワーク実験並 び

に新 聞紙面等伝送実験が実施 されてい る。60年 度 の実施計画では,延 べ

20グ ループ,52機 関の参加が予定 されている。

さらに,CS-2に 続 く第二世代通信衛星CS-3の 開発 については,

宇宙開発委員会が60年3月13日 に決定 した宇宙 開発計画において,本 機i

CS-3aを62年 度に,予 備機CS-3bを63年 度にそれぞれ打ち上 げる こ

とを 目標に引 き続 き開発を進める 旨計画 され てい る。

(通信衛星の利用拡大に向けて)

こ うした国による通信衛星の利用計 画が進む中で,60年4月1日 か ら

は,電 気通信事業法 の施行に よ り,民 間 自らの手で通信衛 星を運用 して

電気通信事業 を営む ことが可能 とな った。6月21日,2社 が事業 の許可

を受け,通 信衛星を使用 した新 たな電気通信事業の開始に 向けて準備を

進めてい る。 今後 これ らの衛星通信事業が開始 され,衛 星 を利用 した多

彩なサ ービスが提供 され るもの と期待 されてい る。

(テ レポー ト構想 の動向)

さらに,通 信衛星 の新たな利用形態 と して,世 界的に地域開発 と利用



一60一 第2章 高度化・多様化する通信サービス

者 の利 便性 向上 を 目的 とす る情報通信基地 「テ レポ ー ト」建設 の構 想が

提 唱 されている。現在計画 され ているテ レポー トは,都 市に衛星 通信 の

受発信基地を設け るもので,こ の基地 と周辺のオ フ ィス ビルを通信 回線

で結 び,都 市 に必要な様 々な情報 を扱 うほか,内 外各地 との接続 を可能

とす るこ とに よ り,国 際的,国 内的情報通信拠 点を 目指す ものである・

60年4月 に は,世 界各都市 の情報 ネ ッ トワーク化 を 目指 し,東 京 で世

界テ レポ ー ト会議が開催 された。

(難視聴解消 と放送衛星)

59年1月 に打 ち上 げ られ たBS-2aは,一 部の中継器に故障が発生 し

たた め,正 常な中継 器1系 統 を用 い,NHKに よって,59年5月 か ら総

合 テ レビジ ョン放送 の番組 を基本 とした試験 放送 が実施 されている。

これに よ り,小 笠原,南 ・北大東島等の離島のほか,山 間部等 に散 在

化す る残存難 視聴地域等 での受信 改善を効果 的に図る ことが可能 とな っ

た。'・'

(放送衛星への期待)

BSr2aの 予備機 であるBS-2bは61年2月 に,ま た,BS-2に 続

く第二世代 の放送衛 星であるBS-3は,本 機BS-3aに ついては65年

度に,予 備機BS-3bに つ いては66年 度にそれぞれ 打上 げが予定 されて

い る。

また,BS-2を 利用 して,高 精細度 テ レビジ ョン放送,PCM音 声

放送,静 止 画放送等 の新 しい放送サ ービスのための技術開発を行 うこと

が計画 され ている。



2発 展する画像通信

(1)ビ デオ テ ックス
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ビデオテ ックスは,企 業や家庭にあるテ レビジ ョン受像機等 と,情 報

セ ンタを電話回線で接続 して,情 報 セ ンタに蓄積 された情報 をテ レビジ

ョン受像機等に映 し出す ものであ る。文字 ・図形等 の情報 の検索 は,利

用者 と情報 セ ンタとの会話形式に よ り行え,利 用者 の個別 ニーズに こた

え ることができる ものであ り,利 用者主導で情報 を得 ることがで きる新

しい通信 メデ ィアであ る(第2-1-2図 参 照)。

(サ ービス地域 の拡大が進む キ ャプテ ンシステム)

我が国においては,キ ャプテ ンシステムの名称によ り,59年11月 か ら

東京地区及び京阪神地 区で商用サ ービスが実施 されている。

サ ービスの提供地域 につ いては,順 次拡大が進め られ,60年3月 に名

古屋地区,5月 に新潟市,金 沢市,熊 本市,大 分 ・別府地 区,ま た,10

月には札幌 ・小樽 地区へ と拡大 されている。

第2-1-2図 ビデオ テ ックスの仕組み
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ヨン受像機 に組み込まれ である。 各腫デ ィスプレイ端末 と

ているタイプである。 接続して利用する。
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さ らに,今 後は,62年 度末 までには全国主要都市へ と拡大 され る予定

であ る。

(増加す るキ ャプテ ン端末)

キ ャプテ ンの端末数 の推移は第2-1-3図 の とお りであ り,サ ー ビ

第2-1-3図 キャプテン端末数の推移
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ス提供 地域 の拡大に従 い着 実に伸びて きている。

現在の ところ,キ ャプテ ン端末 は事業所を中心 に普及 してお り,家 庭

への普及はい まだ十分な もの とな っていない。今後,端 末機 器 の 低 廉

化,操 作性の向上,情 報 内容の充実,あ るいは他の ビデオテ ックスシス

テムとの相互接続 の実現等に よ り,利 用範囲が拡大 すれ ば,家 庭におい

て もキャプテ ン端末が普及 してい くもの と期待 され る。

(多種多様 な情報分野)

情報提供者は,60年6月 末現在,501社 で,サ ー ビス開始時(310社)

に比べ大幅な増加を示 している。情報 提供者 は,全 国に広が りをみせて

お り,そ の業種 も多岐にわ たっている。

また,蓄 積画面数 も,60年6月 末現在,約13万 画面 とな り,サ ー ビス

開始時(約7万5千 画面)に 比べ,約2倍 とな っている。情報セ ンタに

蓄積 され,利 用者が検索 で きる情報 は,第2-1-4表 の と お りで あ

第2-1-4表 キ ャプテ ンの情報提供分野 とその情報 メニュー例

情報提供分野 情 報 メ ー ユ ー 例

ニュース ・天気予報

公 共 広 報

健康 ・美容 ・育児

シ ョヅ ピ ン グ

料 理 ・味 覚

す ま い

くらしの実用知識

教育学習 ・教養文化

ス ポ ー ツ

娯 楽 ・趣 味

旅 行 ・観 光

専 門 情 報

タウ ン ガ イ ド

英 字 情 報

一ユース,天 気予報

緊急 災害情報,公 的機関か らのお知 らせ

くらしの医学,病 院 ・医院案内

店舗案 内,ホ ームシ ョッピング

種類別料理 のつ く り方,ふ るさとの味

土地,す まいの知識

利殖,家 庭 の法律

学校案 内,講 座案内 ・資格

スポ ーツの催物,ス ポ ーツの施設案 内

美術,趣 味 ・おけい こ教室

予約 ・パ ンフレッ ト請求,交 通機関 ・道路情報

経済動向,経 営情報,技 術情報

首都圏 ガイ ド・京阪神ガイ ド

ニュース,天 気予報,旅 行案内

キャプテ ンサー ビス株式会社 資料 に よる。
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る。

60年6月1か 月間の総ア クセスは980万 画面 であ り,ア クセスの多い

ものは 「娯楽 ・趣味」,「公共広報 」,「専 門情報」 の順 とな っている。

(2)フ ァクシ ミリ通信

フ アクシ ミリ通信は,文 字 ,図 形,写 真等を,簡 易 な操作 でそ のまま

伝送 で きる ことか ら,漢 字を使用す る我が国に適 した通信 メデ ィア とし

て,広 く普及す るとともに,そ の利用分野は非 常に広範囲な もの となっ

ている。

ファクシ ミリ通信には,電 話網,専 用線,フ ァクシ ミリ通信網等NT

Tの 回線を利用 した もの,利 用者が 自ら設置 した回線を使用 した ものが

あ る。 また,こ のほか,NTTに よって公衆 ファクスサ ー ビスが提供 さ

れている。

(フ ァクシ ミリ通信網サ ービスの充実)

我が 国の ファクシ ミリ通信は,46年 の公衆電気 通信法 の改正に よ り,

電話網が音声以外に も使用 で きる こととな り,電 話網 ファクシ ミリを中

心に急速に発展 して きた。

その後,56年9月 に,フ ァクシ ミリ専用 のネ ッ トワークサ ー ビスであ

るフ ァクシ ミリ通信網 サー ビスが提供 された。 このフ ァクシ ミリ通信網

サ ー ビスは,デ ィジタル伝送方式 と蓄積交換方式を用 いる ことに よ り,

ファクシ ミリ通信に適 したサ ー ビスの提供を可能 とした。

さらに,59年7月 には,従 前 の ファクシ ミリ通信網 サー ビスを よ り充

実 した 「新 フ ァクシ ミリ通信網 サー ビス」が開始 され,親 展通信,フ ァ

クシ ミリボ ックス等の蓄積交換 サー ビス機能,コ ン ピュータ との通信を

可能にす るセ ンタ ・エ ン ド型通信サ ー ビス機 能が付加 されたほか,A4

判伝送 も可能 となった。

(飛躍的に発展す るファ クシ ミリ通信)
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第2-1-5図 フ ァクシミり設置個数 の推移
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電話網及び ファクシ ミリ通信網を利用 した ファクシ ミリ設置個 数の推

移は,第2-1-5図 の とお りとな ってい る。59年 度末現 在,設 置個 数

は,前 年度末 に比べ50.1%増 の73万 個 であ り,大 きな伸びを 示 し て い

る。

ファクシ ミリ通信網 サー ビスの契約数の推移 は,第2-1-6図 の と

お りであ る。59年 度末現在,1万8,214契 約であ り,前 年度 末 に 比 べ

90.7%増 とな った。

また,フ ァクシ ミリ通信網 サー ビスの加入地域 は,59年 度 末 現 在 で

294地 域 とな り,人 口10万 人以上 の都市をほぼ網羅 した。

第2-1-6図 ファクシミリ通信網 サービスの拡大状況
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なお,フ ァクシ ミリ通信 のよ り一層の普及 を図るため,CCITTの 標

準 化活動 と調和を と りつつ フ ァクシ ミリG4機 について60年3月,郵 政

省 か ら推奨通信方式が告示 された。

ファクシ ミリG4機 は,デ ィジタル網を使用 し,A4判 原稿 を数秒で

送 れるほか,誤 り制御 方式 の導入や高解像度化 によ り高品質な通信が可

能 である。 また,文 字情報 と画像情報の混在 した文書 の効率的な伝送が

可能な ミクス トモー ド機 能を備えてお り,日 本語 テ レテ ックス との相互

通信 も可能 であ る点で,従 来の ファクシ ミリに比べ大幅に機能が向上 し

てい る。

(3)電 子 郵 便

電子郵便は,送 達 の一部に電気通信(フ ァクシ ミリに よる通信)を 取

り入れ ることに よ り,送 達時間を大幅に短縮 させた新 しい郵便サ ービス

で56年7月 に実験 を開始 した。

慶弔用を中心に図面,グ ラフ,数 表等 を迅速に送付 で きるサー ビス と

園
.羅》1♪♂ 擁
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して利用 され ている。

なお,60年3月 か ら 「レタ ヅクス」 とい う愛称の下セこ,よ り一 層の利

用 拡大 が図れ るよ う周知を行 ってい る。

また,59年11月 に は,国 際電子郵便の実験サ ービスを開始 した。

(利用 の増加す る電子郵便)

電子 郵便の取扱通数 は,59年10月 のサ ービスネ ツトワークの全国拡大

後,急 激な伸 びを示 してお り,新 しい郵便 サー ビス と して発展が期待 さ

れている(第2-1-7図 参照)。

(世界に広 がる国際電子郵便)

国際電子郵便 サー ビスは,郵 便局の窓 口に差 し出された手紙や 図形等

第2-1-7図 電子郵便取扱通数の推移
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の文書 を,国 内及び国際間の電子郵便網を通 じて送受信 し,速 達便等に

よ り受取 人に配達す るものである。 これに よ り,国 際間の郵便 の送達時

間は大 幅に短縮 され,差 出 日と同 日又は翌 日の配達が可能 とな った。

サ ー ビス開始 当初 の取 扱国は米 国,英 国等7か 国 で あったが,そ の

後,韓 国,ブ ラジル等が加 わ り,60年10月 現在,取 扱国は25か 国 となっ

てい る。

今後,取 扱国の増加に伴い.国 際電子郵便の発展 が期待 されている。

3高 度化するデータ通信

コンピュータ等 を電気通信回線に接続 してデ ータの伝送 と処理 とを一

体 的に行 うデ ータ通 信は,46年 の公衆電気通信法の改正に よって制度化

されたが,以 来通信 関連技術の進 歩や制度面の整備等に よ り目覚 ま しい

発展を遂げ てきた。

今 日,デ ータ通信は,金 融,流 通,運 輸,製 造等の各分 野で特に積極

的な導入が 図 られ,企 業活動 のみな らず産業全体の活性化に貢献 してい

るほか,救 急医療情報,気 象観測情報業 務等 の公共的分野で幅広 い利用

がな され ている。

最近 の傾 向 として,よ り国民生活に密着 した分野での利用が 目立 って

お り,ホ ームシ ョッピング,ホ ームバ ンキ ング等 のほか,コ ンサー トチ

ケ ッ ト予 約 ・販売等に もデ ータ通信が利用 され る ように なって き て い

る。

(デ ータ通信 システムの種類)

デ ータ通信 システムは,電 気通信回線 とコンピュータ及び端末機器の

設置主体 の別に よ り,次 の よ うに分類で きる。

①NTTやKDD等 の第一種電気通信事業者 が,電 気通信回線並 びに

これに接続す る コン ピュータ及 び端末機器を一体 として設置 し,利 用
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者にデ ータ通信サ ー ビスを提供す るデータ通信 システ ム。従来 の公社

システム又は会社 システムであ り,NTTの デ ータ通信設 備サ ービス

やKDDの 個別 システムサ ービス等に よ り提供され るデータ通信 シス

テ ムが これ に該 当す る。

② 第 一種 電気通信事業者以外 の者が,電 気通 信回線並びに これに接続

す るコンピュータ及 び端末機器を設置 し,電 気通信事業以外 の 目的 の

ために構成 するデータ通信 システム。従来のいわゆ る私設 システムで

あ り,電 力会社が 自 らの業務用 に構築 した システム等が これに該 当す

る。

③ 第一種電気通信事業者が提供す る電気通信 回線に民間企業等が 自己

の コンピュータ及び端末機器を接続 して構成す るデ ータ通 信 シ ス テ

ム。従来 のいわゆ る自営 システ ムであるが,事 業法施行後 は,さ らに

第二種電 気通信事業のために構築 され たデータ通信 システム とそれ 以

外 のために構築 されたデ ータ通 信 システムとに分け ることが できる。

前者 は,第 二種電気通信 事業 の用 に供 され るデ ータ処理用 ネ ッ トワー

ク,デ ータベース用 ネ ッ トワーク等が該 当 し,後 者には,各 企業 の 自

社 内システ ムがあ る。

(情報通信事業の動向)

デ ータ通信 サー ビスを利用者 の需要に応 じて提供す る情報 通 信 事 業

は,NTT,KDD及 びその他 の民間企業に より営 まれ ている。

NTTで は,公 衆 システムサー ビス,金 融ANSERシ ステムサ ー ビ

ス,流 通ANSERシ ステ ムサー ビス,ク レジ ッ ト情報 システ ムサ ・一ビ

ス及び各種 システ ムサー ビスの提供を行 ってい る。

また,KDDで は,同 一利用者間の メ ッセージの中継交換業務を提供

す るオ ー トメ ヅクスサ ービス,世 界各国 の航空会社 との間に航空機 の運

航や座 席予約等 の メヅセージ交換を行 う国際航空 データ通信サ ー ビス,
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及 び 各 種 シ ス テ ム サ ー ビ ス の 提 供 を 行 っ て い る 。

一 方
,郵 政 省 が 行 っ た 「デ ー タ 通 信 業 実 態 調 査 」 に よれ ば,59年12月

(注)

現在,情 報通信事業 を営 んでいると同調査 に回答を寄せた民 間 企 業 は

197社 となってい る。197社 を資本金(又 は設立基金等)の 規模 別にみ る

と,「1億 円」を超 える企業 の割合が 年 々増加 してお り,全 体に企業規

模 が拡大 していることが うかがわれ る(第2-1-8図 参 照)。

(注)情 報通信事業者は,必 ずしも事業法上の第二種電気通信事業者と一致するも

のではない。

また,197社 の うちデ ータベース業を行 っている企業は46社 となって

いる。提供 しているデ ータベースの分 野をみ る と第2-1-9表 の とお

第2-1-8図 情報通信事業者の資本金別構成比の推移
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第2-1-9表 種 類別 データベースの提供事業者数

(59年12月 現在,複 数回答)

区 別

経営科 学情報(含 む エネルギ ー ・特許)

経 済 ・計量経済情報

市況情報(証 券 ・株価)

ビジネス 。ニュース

法 令 検 索

企業 信 用 情 報

消費者信用情報

特定 マーケテ ィング情報

医 学 情 報

そ の 他

1提供事業緻

18

25

12

15

1

15

4

19

10

24

「デ ータ通 信業実態調査」 によ り作成

り,多 方面にわた っている。

我が国の情報 通信事業 は,全 米的 ・全 世界的 なネ ッ トワークを形成 し

ている米国の情報通信事業に比べ ると,事 業規模や ネ ッ トワーク規模等

か らみ て も小規模な ものがほ とん どである。 しか し,最 近に おいては,

サ ービス提供者 の中央 コンピュータとユーザの構 内の ター ミナルをデ ー

タ伝送 ネ ッ トワークで接続 して提供す るデ ータ通信サ ー ビスであ る,ネ

ッ トワーク ・インフォメー シ ョン ・サ ー ビス(NIS)へ 発展 しようと

す る動 きが現われて きている。

(高度化す る回線サ ー ビス)

デ ータ伝送 の高速化,高 品質化に対 する利用者 の要 望に こ た え る た

め,デ ィジタルデータ交換網(DDX)が 導入 され ている。 このサ ー ビ

スに は回線交換サ ー ビス とパケ ッ ト交換サ ー ビスが ある。

54年 に開始 された回線交換サ ー ビスは,高 速 ・高品質で任意の相手 と

データ通信等がで きる交換サ ー ビスであ り,比 較的長電文,高 密度のデ

ータ通信や デ ィジタル フ ァクシ ミリ通信に適 したサ ー ビスである。
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55年 に開始 されたパケ ッ ト交換サ ービスは,回 線交換 サ ービス と同様

に,高 速 ・高品質で任意 の相手 とデ ータ通信等がで きる交換サ ー ビスで

あ るが,特 に伝送品質に優れ てお り,ま た,速 度が異なる端末 間でも通

信がで きる とともに,コ ンピュータの端末では多数の端末 と同時通信が

で きるサ ービスであ る。

回線 交換 サ ービスとパ ケ ット交換サ ー ビスは,専 用線(従 来 の特定通

信回線)及 び加入電信 ・加入電話 の回線(従 来 の公衆 通 信 回 線)に 比

べ,高 い伝送 品質,広 範囲の通 信速度を カバ ・一.短 いi接続時 間等 の特徴

があ る。

回線交換 サ ー ビスの利用回線数 は,59年 度末現在,2,677回 線であ り,

前年度末に比べ,67.8%増 と大 幅な伸びを示 している。

また,パ ケ ッ ト交換サ ー ビスの利用 回線数は,59年 度末現 在,6,626

回線 であ り,前 年度末に比べ,120.4%増 と急増 している(第2-1-

10図)。

さらに,59年11月 に,デ ータ伝送 に適 した高品質 ・大容量 でかつ経 済

性の高 い回線サ ー ビス として,光 ファイバを利用 した高速 デ ィジタル伝

送サ ービスが開始 された。

高速 デ ィジタル伝送 サ ービスの利用 回線数 は,59年 度末 現在,27回 線

である。

また,国 際 では57年 に国際公衆 データ伝送 サ ービス(VENUS-P)が

開始 されている。VENUS-Pは,国 際標準 のパケ ッ ト交換方式に よる

高速 ・高品質 のデータ通信である。国際公衆 デ ータ伝送サ ービスの利用

回線数は,59年 度末現在3,176回 線であ り,前 年度末に比べ,65.0%増

と大幅な伸びを示 している。

(進展するネ ットワーク化)

近年の データ通信は,あ らゆる分野に利用範囲が拡大 している。民間
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第2-1-10図 回線交換 サー ビス及びパケ ット交換サー ビス

の利 用回線数の推移
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企 業においては,企 業 内 ・企業間の システ ムは企 業経営の効率化や顧客

サ ー ビスの向上等に貢献 してきたが,一 方,国 民生 活の面 において も,

豊 かな生活 の実現や公共の福祉 の充 実のためデ ータ通信 は重要な役割を

果た して きている。

高度情報社会に 向けて,経 済活動,国 民生 活に大 きな影 響を及 ぼすデ

ータ通信 の より一層の発展を図るには ,円 滑 な コ ミェニケ ーシ ョン ・シ

ステ ムを確立す ることが重要 とな る。 それには,各 種業界や一般家庭 を
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も包 含 した,総 合的かつ全国的 なデータ通信 ネ ッ トワークシステム化を

推進 してい く必要がある。

このため,郵 政省では,58年 度の 「データ通信ネ ッ トワー ク化構想懇

談会」 に引 き続 き,59年7月 に郵政大 臣の私的懇談会 として 「ネ ッ トワ

ー ク化推進懇談会」 を設け ,自 由競争体制下におけ る総合 ネ ッ トワー ク

の在 り方につ いて種 々議論を して きた ところであ り,60年6月 に報告が

取 りまとめ られた。 同報告では,業 務面,シ ステ ム面 それ ぞれ のネ ッ ト

ワー ク化の柔軟性 を確保す る諸方策を総合的に講 じてい く必要が ある と

して,① 長期的な総合 ネ ッ トワーク化 ビジ ョンの提示,② ネ ッ トワー ク

化が産業構造 ・経済社会に及ぼす影響 の的確 な把握 とそれへの対応体制

の整備,③ 技術開発 の促進,標 準化の推進,安 全性 ・信頼性対策 の促進

等,健 全な ネ ヅ トワーク化 の推進のための早急 な基盤整備,④ 高 度な電

気通信 システ ムを使 い こな し,主 体的な選択 に よ り情報を活用で きる情

報化 リテ ラシー(情 報を使 い こなす能力)の かん養,人 材の育成等 の提

言を行 っている。

4多 様化する放送メディ7

技術革新 の進展 と放送 ニーズの高度化 ・多様化に伴 い,57年 にテ レビ

ジ ョン音声多重放送が実用化 され,ま た,テ レビジ ョン文字多重放送に

ついて も,60年 中に新たな方式に よ り本放送が開始される こととな って

いる。 さらに,新 たなサ ー ビス として,高 精細度テ レビジ ョン放送,P

CM音 声放送,FM多 重放送,静 止画放送,フ ァク シ ミ リ放送等があ

り,現 在,こ れ らサ ービスの実用化に向けて開発が進め られている。

他方,有 線テ レビジ ョン放送は,多 種 多様 なサ ー ビスを 目 的 と し た

「都市型CATV」 が構築 されつつあ る中で,地 域社会 のみな らず 広 く

国民生活 に密着 した メデ ィア として発展 しつつ ある。
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(1)衛 星 放 送

(難視聴解消 と衛星放送)

テ レビジ ョン放送 の難 視聴解消 を 目的 に,59年5月 か らBS-2aを 使

用 した1チ ャンネルの衛星試験放送 がNHKに よ り実施 され,日 本全土

でのテ レビジ ョン放送の同時 受信 が可能 となった。現在,衛 星放 送は総

合 テ レビジ ョン放送番組 の9割 程度 の番組を全国に同時放送 してい るほ

か,一 部衛星独 自の番組 を放送 している。

(新たな衛星放送 サ ー ビスの実現 に向け て)

現在,開 発が進 め られ ているBS-3は,BS-2に 比べ,チ ャンネル

容量,設 計寿命等 の面で 向上 が図 られてい る。BS-3で は,3チ ャン

ネルの放送を予定 してお り,NHKの ほかに民間の利用 も計画 され てい

る。59年12月 には,民 間企業約200社 の出資に より,民 放テ レビ会社 と

して 日本衛星放送株 式会社 が設立 された ところであ る。

衛星放送 は,臨 場感 と迫 力に富む高精細度テ レビジ ョン放送,雑 音,

ひずみが少な く,ダ イナ ミックレンジの広いPCM(パ ルス符号変調)

音声放送,写 真等 の静止画像 を送れ る静止画放送等 の高品質で多彩なサ

ー ビスの提供可能性 を有 してい るメデ ィアであ り,今 後 の発展が期待 さ

れ る。

(2)テ レビジ ョン多重放送

ア.テ レビジ ョン音声多重放 送

(拡充 され るテ レビジ ョン音声 多重放送)

テ レビジ ョン音声多重放送は,現 在 のテ レピジ ョソ放送 の音声信号の

ほか に別 の音声信号 を重畳 して放送す る ものであ り,57年 にサ ー ビスが

開始 され て以来,実 施局数は着 実に増加 してお り,60年3月 末現在,N

HK2,459局 及び民間放送3,928局 において実施 されてい る。 現在,テ

レビジ ョン番組の主番組 を補完 す るもの として,ス テ レオ放送,二 か国
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語放送等が提 供 され ている。

イ.テ レビジ ョン文字多重放送

(実用化試験放送 の進展)

テ レビジ ョン文字多重放送は,利 用者 がテ レビジ ョン受像機 に アダプ

ターを付加す ることな どに より自由にいつで も文字 ・図形情報 の受信 を

可能 とす るものである。58年10月 か らNHKが パターン方式に よ り東京

と大阪で実用化試験局に よ り試験 放送 を実施 してい る。試験放送 の内容

は,主 として聴 力障害者を対象 と した番組構成 であ り,連 続テ レビ小説

の字幕 放送,ニ ュース,天 気予 報等8項 目にわた って,総 合テ レビジ ョ

ン放送 に重畳 して放送 されている。

59年 度後半 におけ る週平均の延べ放送時間は759時 間であ り,前 年度

と比べ42時 間増加 してい る。

(新たな利用に向けて)

テ レビジ ョン文字多重放送 の利用分野 と しては,こ の ような聴力障害

者を対 象 とした番組 の放送 だけ でな く,こ れ までの放送サ ー ビスになか

った随 時性,記 録性 とい う特質を生か し,株 式市況,ス ポーツ情報,買

物情報等 各種 案内へ の利用 も考 え られ てい る。

テ レビジ ョン文字多重放送 の伝送方式 の一つであ る符号化 伝 送 方 式

は,現 在使用 されてい るパ ターン方式に比べ,伝 送す る情報量が大幅 に

増加 し,多 彩 な番組 内容を可能 とす るものであ る。 このため,郵 政 省で

は,60年10月,符 号化伝送方式 に よるテ レビジ ョン文字多重放送の実用

化に向け て,符 号化伝送方式 の技術基準を定 めた。

これ に よ り,早 ければ60年 内に も新たな方式 によるテ レビジ ョン文字

多重放送が実用化 される予定であ る。

(3)有 線テ レビジ ョン放送

(大規模化の進む有線 テ レビジ ョン放送)
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有線テ レビジ ョン放送 は,従 来,テ レビジ ョン放送 の辺地難視聴及び

都市部におけ る受信障害の解消 を 目的 とす る小規模な施設が大部分であ

ったが,最 近 では,自 主放送を実施す る施設 が増加 してい るほか,大 規

模 ・多チ ャンネル ・多 目的 の いわゆ る 「都市型CATV」 施 設設 置 の動

きがみ られ るな ど,新 たな展開をみせてい る。

59年 度末現在 の有線 テ レビジ ョン放送施設数 は,対 前年度末比2,059

施 設増 の3万8,221施 設 とな り、 また,受 信契約者数 は33万7,764契 約

増 の426万6,030契 約 とな ってい る。

第2-1-11図 は,有 線テ レビジ ョン放送 の受信契約者数 について,

施設 の規模別にそ の推移をみた ものであ るが,こ こ1～2年 の間に許可

施設(引 込端子数501以 上)の 受信契約者数 が,業 務開始届 出施設(同

第2-1-11図 有線 テ レビジ ョン放送の規模別受信契約

者数の推移(54年 度末=100)
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51～500),小 規模施設(同50以 下)の それ を上回 る伸びを示 している。

また,許 可施設 の大部分は,テ レビジ ョン放送の難視聴解消及 び受信

障害 の解消を 目的にテ レビジ ョン放送 の同時再送信 のみを行 うものであ

ったが,近 年,こ れ に併せ て,自 主放送 を行 うものも徐 々に増加 しつつ

あ る。59年 度末現在,許 可施設 の うち自主放送 を行 ってい るものは80施

設(業 務未開始の ものを含む 。)であ るが,こ の うち75施 設は同時再送信

業務 と併せ て自主放送を行 ってい るものである。

さらに,引 込端子数が1万 を超 える許可施設 は,前 年度末に比 べ7施

設増加 して20施 設 とな っている。 これ らの施設 の中 には,い わゆ る 「都

市型CATV」 と呼ばれ る ものが8施 設含 ま れ て お り,設 置完 了時 の引

込端子数 が約4万7千 とい う大規模 な もの も出現 し て い る。 「都市型

CATV」 は,い ずれ も,主 目的 を多 チャンネルによる自主放送 としてい

るが,将 来的 には,ホ ームシ ョッピング,ホ ームセキ ーリテ ィ等 の双方

向機 能を利用 した様 々な電気通信 サー ビスの提供 も予定 されてい る。

この よ うに,施 設 の大規模化及び多 目的化が進展す る中で,有 線テ レ

ビジ ョン放送 は,地 域社会 のみな らず広 く国民生活 に密着 した通信 メデ

ィアと して,今 後 ます ますの発 展 ・普及が期待 されている。

(有線テ レビジ ョン放送 の高度利用に 向けて)

今後進展す る高度情報社会 にお いて,地 域 に密着 した通信 メデ ィア と

して発 展が期待 され る有線 テ レビジ ョン放送 の高度利用を図 るため,郵

政省は,60年3月 か ら筑波研究学 園都市において 「高度総合情報通信 シ

ステ ム」の運用試験を実施 している。このシステ ムは,双 方 向機能 を備え

た有線 テ レビジ ョン放送 施設を使用 して,自 主放送 サ ービスをは じめ有

料テ レビ,FM放 送サ ー ビス,視 聴者応答サ ービス,セ キ ュリテ ィサ ー ビ

ス等 の各種実験放送 の実施 と実験成果の公開を 目的 とす るものであ る。

(有線テ レビジ ョン放送 の普及促進のために)
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有線テ レビジ ョン放送 は,そ の施設 設置及 び業務運営を通 じて我が国

の内需の拡 大,民 間活力 の導入に も大 き く寄与す る もの で あ る が,今

後,有 線テ レビジョン放送が,地 域 に密着 した情報通信 メデ ィア として

本 格的に普及 ・発展 してい くためには,次 の ような課題があ る(第2-

1-12図 参 照)。

① 有線テ レビジ ョン放送施設の建設 に際 しては,膨 大な初期投 資が必

要であ るため,事 業者 の資金調達の一層 の円滑化 を図 ってい くことが

重要であ る。現在,財 政投融資において,日 本開発銀行及び北海道東

北開発公 庫を通 じての低利融資制度 が設 け られ てお り,今 後,こ の制

度 の活用 が期待 され る。 また,従 来,有 線 テ レビジ ョン放送施設 につ

第2-1-12図 有線テ レビジ ョン放送 サー ビス関連市場の構造
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いては,財 団抵当権の設定 が認め られていなかったが,60年6月 に工

場抵 当法 の一部が改正 され,有 線テ レビジ ョン放送施設に対す る工場

財団抵 当権 の設定が認め られ る こととな った。

② 有線 テ レビジ ョン放送 の施設建設に当た っては,道 路や電柱等 の工

作物を使用す るこ とが必要であるが,施 設設置が円滑に進 まない事 態

が生 じて きているため,こ の問題の解決を図 ることが重要であ る。 ま

た,ネ ッ トワーク化を促進 するため,無 線の利用 につ いても積極的に

対応 してい く必要 があ るが,60年 度 におい ては,我 が国 で最初の有線

テ レビジ ョン放送事業用無線局の予備免許が付与 された。

③ 有線テ レビジ ョン放送事業 の運営 に当た っては,良 質 な番組 ソフ ト

が大量かつ 円滑 に提供 されてい くことが必要であ るため,番 組供給の

ため の通信衛星の利用促進,著 作権等 の処理の円滑化等 の問題 の解決

を図 ることが重要 である。

④ 有線テ レビジ ョン放送は,地 域 に密着 した公共 的 な メ デ ィアであ

り,そ の公共性に十分配慮す る必要がある。

また,有 線テ レビジョン放送がその機能 を十分に発揮 してい くため

には,自 主制作番組 の制作者をは じめ として,人 材の養 成策 を積極的

に講 じてい くことが必要 である。60年8月,設 立 が許可 された財団法

人エ ヌエイチケイ放送研修 セ ンターは,今 後,有 線 テ レビジ ョン放送

の分野 におけ る人材養成 につい ても,大 きな役割 を果たす ことが期待

され る。

5新 しい通信ネ ッ トワーク

これ まで,通 信 ネ ッ トワークにつ いては,電 話網をは じめ とす る各種

の通信網が個 別に構成 され てきた。 しか し,最 近では,通 信技術の飛躍

的進歩を背景 として,こ れ らの通信網 を一つの ネ ッ トワー クに統合 し,
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このネ ッ トワー クを基礎 として ,音 声,デ ータ,画 像等の種 々のサ ー ビ

スを総合的 に提供す るサ ー ビス総合デ ィジタル網(IhtegratedServices

DigitalNetwork=ISDN)の 構築 が重要課題であ ると考 え られて きてい

る。我が国において もこの流れ の一環 と して,NTTに よ りINS(Infor-

mationNetworkSystem:高 度情報通信 システ ム)構 想が進 め られ てい

る。

(】NSモ デルシステムの実験 開始)

59年9月,三 鷹 ・武蔵野地区において,INSモ デル システムの実験 が

62年3月 末 までの予定で開始 された。

このモデル システ ムは,】NS実 現のた めの各種技術試験及 び 】NSに

よ り提供 され るサ ー ビスの有用性,経 済性 の把握等を 目的 と した もので

あ る。

60年4月 か らは実験 も第2期 に入 り,モ ニタの数 が360人 か ら550人 へ

と増 加 されたほか,提 供 され るサ ー ビスも拡 充が図 られ,ホ ームバ ンキ

ング,ホ ームシ ョッピング等が加 えられた。

(日本縦貫光 ファイバケーブル の完成)

こ うしたINSモ デル システ ムの 実験 とともに,電 電公 社は全国的I

NSの 形成 に向け てネ ッ トワークのデ ィジタル化を積極的に進 め,60年

2月 には旭川 と鹿児島を結ぶ 「日本縦貫光 ファイバ ケーブル」を完成 し

た(第2-1-13図 参照)。

INSネ ッ トワークの基幹 と しての役割 を担 うこの 日本縦貫 ル ー トは,

約3,400kmの 長 さにわた って34都 市 を結 んでい る。 また,伝 送 能力は

電話級換算約7万 回線分 となっている。

今後は,日 本縦貫 ル ー トをベ ースに,全 国 の主要都市相互間 をデ ィジ

タル化す るな ど,ネ ッ トワー クの統合化 を進 めてい くこととしている。
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第2節 通信サービスの充実

新 しい通信 メデ ィアによる高度な通信サ ービスの提供 と 並 ん で,郵

便,電 話,放 送 とい った基幹的な通信 メデ ィアにつ いても,利 用者利便

の向上 を図るため種 々の施策が進 め られている。本 節では,ま ず,59年

度 の通信について全体 的に概 観 し,次 いで,郵 便,電 気通信,放 送 の各

通信分野別に通信サ ービスの向上 を図るため の施策について概 述す る。

また,通 信事業経営 の動 向につ いても概説す ることとす る(第2-2-

1表 参 照)。

第2-2-1表 通信サービスの動向

年 周 内 容

59年4月

7月

n月

60年4月

6月

9月

・国際電気通信料金 の引下げ

・国内通話料金 の引下げ

・国際電子郵便実験サ ービス開始

・端末設備及び回線利用の 自由化

・国際電気通信料金の引下げ

・コン ピュータ郵便実 験サ ービス開始

・緊急警報放送 システ ムの運用 開始

1昭 和59年 度の通信の概況

(1)国 内及び国際通信の動向

(総 じて安定 した増加をみせた国内通信)

国内通信については,内 国郵便物数,電 話加入数,放 送受信契約数と

も着実に増加 し,電 報通数は減少 した ものの,全 体 として安定 した伸び

を示 した(第2-2-2図 参照)。

郵便については,内 国郵便物数が対前年度比2・2%増 の165億 通(個)
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国 内通信の動向(49年 度=IOO)

ダイヤル通話総通話回数
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郵政 省,電 電公社,NHK資 料に よ り作成

(注)1,電 話加入数,放 送受信契約数は,各 年度末 の数であ る。

2.ダ イヤル通話総通話回数は,特 別調査 による推定である。

とな った。 この うち,小 包郵便物は取 扱個数 が対前年度比6.0%増 の1

億4千 万個 とな り,5年 ぶ りの増加 とな った。

電気通信については,電 報通数が対前年度比6.4%減 の4,168万 通 と

なったが,電 話加入数(加 入電話等加入数)が,対 前年度末比2.5%増

の4,396万 加 入,ダ イヤル通話総通話回数が,対 前年度比11.8%増 の570

億回 とな った。

また,近 年,デ ータ通信や ファクシ ミリ通信は著 しい進展を示 してお

り,デ ータ通 信回線数が対前年度末比31.1%増 の29万2千 回線,電 話網

及び ファクシ ミリ通信網利用 のフ ァクシ ミリ設置個数が,対 前年度末比

50.1%増 の73万 個 と増加 した。



一86一 第2章 高度化 ・多様化する通信サービス

放 送につ いては,NHKの 放送受信契約数が対 前年度 末比0.9%増 の

3・106万 契約 となった。 民間放送においては,ラ ジオ単営社(FM)5

社(1社 は中波放送か らの転換)が 新たに設立 され総計129社 とな った。

なお,60年4月 か らは,放 送大学 学園が関東地方を対象に授業放送 を

開始 した。

(飛躍的増加を示す国際 電話)

国際通信については,外 国郵便物数は横ぽい,国 際電話取 扱数は大幅

な増加 を示 した(第2-2-3図 参照)。

外国郵 便につ いては,外 国 あての物数が対 前 年 度 比0.5%増 の1億

1,666万 通(個)と な り,一 方,外 国来の物数 が対前年度比3.8%増 の

1億2,268万 通(個)と な った。

国際電気通信については,国 際電報取扱数 は対前年 度 比14.0%減 の

185万 通 とな り,国 際テ レックス取扱数 は,対 前年度比5.0%増 の5 ,210

万 度 とな った。 また,近 年,著 しく増加 してい る国際電話取 扱数は,対

前 年度 比38・5%増 の6,890万 度 とな った。

国際放送 につ いては,59年4月 か ら,放 送時 間が3時 間延長 され,1

日延べ40時 間 とな ったほか,59年4月 か らガボ ン共和 国のモヤ ビ送 信所

を利用 して1日6時 間の中継放送 を開始 した。

(2)家 計と通信

(4.5%増 とな った 通信関係支出)

家計におけ る1世 帯 当た り年間 の通信関係支 出(郵 便料,電 報 ・電話

料及 び放送受 信料)は,59年(1～12月)に おいて7万1,655円 で,対

前年比4・5%増 とな り,全 消費支 出の増 加率2.6%を 上 回 った。 また,

家計におけ る通信関係支出が全消 費支 出に占め る 割 合 は,58年 と同様

2・2%と な った(第2-2-4表 参照)。

通信関係支 出の推移 をみ る と,こ の10年 間 で2・9倍 と増加 している。



1,000

指
数

900

800

700

600

500

400

300

200

100

第2-2-3図

第2節 通信サ ービスの充実 一87一

国際通信の動向(49年 度=100)
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郵政省,KDD資 料により作成

(注)1,外 国郵便物数は,差 立及び到着の合計である。
2,国 際電報,国 際テレックス及び国際電話取扱数は,発 着及び中継

信の合計である。

この主な要 因は,電 報 ・電話支 出の増加 であ る(第2-2-5図 参照)。

また,第2-2-6図 は,通 信関係支 出 と全消費支出をそれぞれに対

応す る消費者物価指 数で実質化 し,そ の推移 をみた ものであ る。通信関
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第2-2-4表 家計におけ る通信関係支出

(単位:円)

区 別

郵 便

電 報 ・電 話

放 送

49年 実績

1,883

19,373

3,808

54年実績

3,189

46,782

6,334

58年 実績

4,867

55,829

7,869

59年

実 績

4,956

57,653

9,046

対前年増
減(△)率

1.8%

3.3

15.0

全消費支出
に占め

る割合

o.2%

1,8

0.3

縮 関係支出(計)・ …41・ …51・ ・56571・655 ・ ・1・ ・

(参考)

授 業 料 等

交 通

印 刷 物

新 聞

36,454

27,073

15,097

13,639

70,938

50,147

23,147

20,798

88,434

63,532

23,798

26,065

97,34810.1

67,4156.1

25,3846.7

26,3751.2

3.0

2.1

0.8

0.8

全 消 費 支 出ll,63・286名57軌363亀11氏247隅 ・2・ ・ ・1

「家計調査 年報 」(総 務庁統計局)に よ り作成

(注)1.各 支出額 は,1世 帯 当た り年間(1～12月)支 出額である。

2.印 刷物 とは,家 計調査年報 の教科書 ・学習参考書,雑 誌,週 刊 誌,辞 書,他

の書籍,他 の印刷物 の合計であ る。

係支 出は全消 費支 出に比較 して著 しい増加を示 してい る。

(3)情 報 流通 の動向

我 が国の情報化 の進 ち ょく状況を正 し く把握す るためには,メ デ ィア

自体 の普及状況等 とともに,こ れ らメデ ィアに よって流通す る情 報の実

態 について も把握 してお く必要があ る。

こうした ことか ら,郵 政省では 「情報 流通セ ンサス」 を実 施 し て い

る。 これは,各 種 のメデ ィアに よる情報 流通 の量 を共通の尺 度 で 計 量

し,情 報流通 の実態を定量的に把握 しよ うとす る ものであ る。

49年 度を基準 とした情報 流通量等 の推移 は,第2-2-7図 の とお り

であ る。以下,59年 度情報流通 セ ンサ スの算 出結果 につい て概観す るこ

ととす る。
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1世 帯当た り年 間通信関係支出額の推移
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「家 計 調 査 年 報 」(総 務 庁 統 計 局)に よ り作 成

電
報

電
話
支
出

ア.情 報流通量

供給側が受信側に対 して消費可能な状態で提供 した情報 の総量であ る

総供給情報量 は,前 年度 に比べ7.4%増 加 し,49年 度 の1.7倍 とな った。

メデ ィア グループ別に対前年度比増加率をみ ると,電 気通信系は7.5

%,輸 送系 は1.6%,空 間系 は0.6%と な ってい る。

総供給情報量 が7.4%と い う大 きな増加率を示 したのは,主 としてテ
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第2-2-6図1世 帯当た り通信関係支出及び全消費支 出の推 移

(49年=100)
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年

「家 計調査年報」(総 務庁統計局),「 消費者物価 指数年報」(同)に よ り作成

レビジ ョン放送 の供給債報量 の増加に よるものであ る。

59年 度の総供給情報量 の構成比につ いては,電 気通信系 が97.9%,輸

送 系が1.4%,空 間系 が0.7%と なってお り,電 気通 信系 が高 い割合 を示

してい る。中で もテ レビジ ョン放送 の占め る割合 は高 く,総 供給情報量

の76.4%を 占めてい る。
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第2-2-7図 情報流逓量等の推移(49年 度=loo)
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一方 ,実 際に消費 された情報の総量 である総消費情報量 は,前 年度に

比べ0.8%減 少 した。

これをパ ーソナル ・メデ ィアとマス ・メデ ィアに分けてみ ると,パ ー

ソナル ・メデ ィアは対前年度比1.0%増,マ ス ・メデ ィアは同1.3%減 と

な っている。

59年 度 の総消費情 報量 の構成比については,電 気通信系が60.8%,空

間系 が37.2%,輸 送系が2.0%と なってい る。総供給情報量の構成比 と

比べて,空 間系 の占め る割合が大 きくな ってい る。

イ.情 報消費率 の推移
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供給 された情報 の うち,ど の程度 の情報が実際に消費されたかを示す

情 報消費率(総 消費情報量 ÷総供給情報量)に ついては,総 供給 情報量

の増加率が総消費情報量 の増加率 よ り大 きい ことか ら,年 々減 少す る傾

向にあ る。59年 度 の情報消費率は,前 年度に比べ0.5ポ イ ン ト低 下 し・

6・0%と な った(第2-2-8図 参照)。

これは,総 供給情報量及び総消費情報量に占め る割合 の大 きいテ レビ

ジ ョン放送 が比較的大 きな供給情報量の伸びを示 した一方,消 費情報量

を若干減少 させた ことが主 な原 因であ る。

ウ.情 報流通距離量

総情報 流通距離量(消 費情報量 ×流通距離)は,前 年度 に比べ1.6%

減少 した。

59年 度の総 情報 流通距離量 の構成比については,電 気通 信 系 が82.1

%,輸 送系 が12.1%,空 間系 が5.8%と な ってい る。

エ.情 報流通 コス ト

第2-2-8図 情報消費率の推移
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情報を発信点か ら受信点 まで伝達す るため に必要な経 費の総量 である

総情報流通 コス トは,前 年度に比べ6.5%増 加 し,49年 度 の3.2倍 となっ

た。

59年 度の総情報 流通 コス トの構成比につ いては,空 間系が71.0%,電

気通信系が23.5%,輸 送系が5.5%と な っている。

また,1単 位の情報量 を1単 位 の距離だけ流通 させ るのに必要な経 費

を示す情報流通単位 コス ト(情 報流通 コス ト÷情報流通距離量)は,前

年度に比べ8.2%増 加 し,49年 度 の2.6倍 とな った。

2ニ ーズ にこたえ る郵便

(1)郵 便利 用の現況

郵便は,現 物性,記 録性,大 量性,経 済性等 の面で優 れた特性 を有 し

てお り,基 幹的な通信サー ビスと しての役割 を担 ってい る。

59年 度 におけ る総 引受郵 便物数は,166億150万 通(個)と 過去 最高を

記録 した が,対 前年度比増加率は,58年 度 の4.9%増 に対 し2.2%増 に と

どまった(第2-2-9図 参 照)。 増加率 がやや鈍化 したのは,58年 度

は衆参 両院議 員選挙,統 一地方選挙が実施 されたのに対 し,59年 度には

大 きな選挙がな く,選 挙関連郵便物 が大 きく減少 した ことな どのため と

考 えられ る。

(5.7%増 とな った第一種郵便物)

引受郵便物数の主な動 きをみ ると,内 国通常郵便物の うち,第 一種郵

便物 は対前年度比5.7%増 と比較的順調な伸 びを示 した。 これを定形 と

定 形外 とに分け てみ ると,定 形 は5,8%の 増加 であるが,定 形外は4.7%

の増加 と定形 よ りも伸び率 が低 くなってい る。

また,郵 便書簡は,26.1%の 増加 と高い伸 び率 を示 してい る。

第二種 郵便物 は,0.5%減 少 した。
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第2-2-9図 総引受郵 便物数等 の推移
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第三種郵 便物 は,2.4%の 増加 とな った。

第 四種郵便物 は,農 産種苗等が34.3%,盲 人用点字等が17.1%そ れぞ

れ増加 した ことな どに よ り,全 体 としては6.1%の 増加 とな った。

外 国あて郵 便物 は全体 としては0.5%増 と,58年 度 のα6%増 に 引 き続

いて低 い伸 び率に とどまった が,そ の うち小包郵便物は2.2%増 加 し,

過去最 高の取 扱数 を記録 した。

(5年 ぶ りに増加 となった小包郵便物)

小包 郵便物 は,対 前年度比6.0%増 の1億4千 万個 と,5年 ぶ りに増

加 とな った。 これは,郵 便輸送 システムの改善 によるス ピー ドア ップ,

大 口割 引,料 金重量 区分 の簡素化等 に加 え,59年 度に実施 した重量制 限
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の緩和,小 包 ラベルの調製 ・配布等 のサ ー ビス改善施策及び積極的な営

業活動 に よるものと考え られ る。

(2)ニ ーズ にこたえ る郵 便

利用者 のニーズに積極的に こた えてい くため,郵 政省 では,所 要の法

律等を改正 し,制 度 の弾力化を図 るとともに,サ ービスの開発,提 供等

を行 ってい る。

ア.郵 便制度 の弾 力化

60年5月 の法 律改正に よ り,次 の とお り郵便サ ービスの改善等 が行わ

れた。

(大きさ制限の緩和)

通常郵便物の大 きさの最大限を長 さ60cm,長 さ ・幅及 び厚 さの合計

を90cmと した(改 正前=長 さ40cm,幅27cm,厚 さ10cm)。 これに

よ り,例 えば,大 型の カ レンダー,盲 人用点字本等を通常郵便物 として

送付す る ことがで きるよ うになった。

(料金後納制度の改善)

郵便料 金を後納 とす る場 合の担保 の額については,月 額郵便利用料金

額の2か 月分以上 の額に相 当す る額 とす るが,後 納郵便物差出人が最近

3年 以上継続 して料金後納 に係 る料金を遅滞な く納付 した場合には,2

分の1に 軽減す ることがで きることとす るとともに,担 保の種類 と して

現金,郵 政大臣 の指定す る有価証券 のほかに,新 た に郵政大臣が確 実 と

認め る金融機関 の保証を加 えた。

(転送料,還 付料の廃止)

書留通常郵便物,小 包郵便物等 を転送又は還付 する ときは,利 用者 が

転送料又は還付料 を納付す ることになっていたが,こ れを60年7月 か ら

廃止 した。

(く じ付葉書 の発行)
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個人間の郵 便利用 の促進を図 るため,お 年玉等付郵便葉書 以外に も・

くじ引に よ り金 品を贈 る くじ引番号付 郵便葉書 の発行を行え るよ うに し

た。

なお,く じを付け る葉書 と しては,現 在,暑 中見舞葉書が考え られて

い る。

さ らに,金 品の単 価の上 限を,定 額制(5万 円)か ら定率 制に改め る

とともに,発 行す るお年玉等付郵 便葉書 の料額印面の5千 倍 に相 当す る

額に改めた。 これに よ り,金 品の単価の限度額 は,最 高20万 円(40円 ×

5,000倍)と なった。

(郵便の便益 を高 めるサ ー ビスの提供)

郵 便の需要動 向に対 して,適 時適切 に対応 して い くため,郵 便 の利用

に密接 に関連す る役務で,そ の利用上 の便益を高め るものを省令の定め

るところに よ り措置 する ことがで きることとされた。

イ.郵 便サ ービスの拡充,開 発

(翌 日配達制 の定着)

多様 化 した ニーズ,と りわけス ピー ド志 向の高ま りに こたえ るため,

59年2月,こ れ までの鉄道主体の郵便輸送方式 を郵 便の流れに沿 って 自

主的に ダイヤの組 め る自動車主体方式 に切 り替 え,郵 便輸送 のス ピー ド

化 と安定化を図 った。 これによ り,全 種別郵便物につ いて県 内翌 日配達

体制を確立 した。 また,隣 接府県 につ いて も同様 の体制 を導入 した。

(電子郵便サ ービスの充実)

電子郵 便(愛 称:レ タ ックス)は,送 達の一部に電気通信(フ ァクジ

ミリに よる通信)を 取 り入れた新 しいサ ービスと して56年7月,東 京,

大 阪,名 古屋 の3都 市間 で実験を開始 した。

その後,順 次,サ ー ビス提供地域を拡大 して きたが,59年10月,サ ー

ビスネ ッ トワー クを全国に拡大す るとともに,60年7月 には,送 達速度
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と利便 の一層の向上 を図るため,端 末機設置局 の拡大,ポ ス トに よる引

受け等 サービス改善施策を実施 した。

また,国 際間の電子郵便(通 称:イ ンテルポス ト)は,59年11月,米

国,英 国等7か 国 との間で実験サ ー ビスを開始 したが,そ の後順 次取扱

国を拡大 し,60年10月 現在25か 国 との間でサー ビスネ ッ トワークを形成

している。 これに よ り,こ れ らの諸国 との間では,差 出 し日と同 日又は

翌 日の配達が可能 となった。

(ビジネス郵便の取扱地域 の拡大)

事業所相互間等 におけ る業務用郵便の迅速 な送達等を 目的 とす るビジ

ネス郵 便は,59年8月,取 扱地域を 自府県内全域等に拡大 す る と と も

に,同 郵便の集荷,定 時配達 の確保等 のサ ービス改善を実 施 した。そ の

後 も事業所等か らの取扱地域拡 大の要望が強 いため,60年7月,東 京及

び大阪 と全国の県庁所在地 の中心局相 互間に取扱地域を拡大 した。

また,国 際間における ビジネス郵便 も,順 次取扱国を拡大 し,60年10

月現在38か 国 との間でサー ビスを実施 している。

(超特急郵便サ ービスの試行)

大都市におけ る迅速 な送達に対す る強いニーズに こたえ るため,60年

7月 か ら東京都区内,10月 か ら大阪市内において超特急郵便サー ビスの

試行を開始 した。 この郵便 は,電 話等に よ り,利 用 申込 みを受け付けた

場合,自 動二輪車に よ り郵便物を集荷 し,書 留郵便物扱いでそのまま速

やかに指定 された配達先に配達す るサ ービスであ り,一 定 地域 内であれ

ぽ,1～2時 間以内で配達す るこ ととしている。

(コ ンピュータ発信型電子郵便 サー ビス)

事業所 における大量郵便物の差 出を容易にす るた め,60年6月 か ら日

本橋郵便局及 び大阪 中央郵便局 において コンピュータ郵便 の実験サ ー ビ

スを開始 した。 このサー ビスは,事 業所か ら郵便のあて先 リス ト,通 信
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野轡鑓

超特急郵便

文等を一定 のフ ォーマ ッ トに従 って記録 した磁気テ ープを 引き受 け,郵

便局 の コンピー一タを用い住所,氏 名,通 信文等を プ リンタ で 打 ち 出

し,同 封物があ る場合はそれ らも含めて封か ん した上,普 通通常郵便物

として配達す るものであ る。

今後は,オ フ ィス コンピュータの フロッピーによる入 力方式 の開発等

によ り利用の拡大を図 ってい くこととしている。

(科学万博 ポス トカプセル2001)

本年は,茨 城県筑波 で国際科学技術博 覧会 が開催 された ことか ら,手

紙文化 の普及 と未来への夢 を与 え るイベ ン トと して 「科学万博 ポス トヵ

プセル2001」 を行 った。 これは,こ の博覧会 の開催期間 中である60年3

月16日 か ら同年9月16目 までの間に,会 場 内に開設 した 「科学万博郵便
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ポ ス トカプセル2001

麟

鞭
講

局」に差 し出された郵便 を,21世 紀の初年である76年1月1日 以降に配

達す る ものであ る。

なお,

326万 通を超 えた。

この期間中 ポス トカプセル郵便 として受け付けた郵便物数は,
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(3)ニ ーズに こたえる郵便体制 の確立

近年,高 品質な新 しいサ ービスを開発 ・提供 してい るが・今後 とも利

用者 のニーズに こたえ,郵 便の便益 を更 に高 め,事 業 の維持,発 展 を確

保す るためには,利 用者 ニーズの所 在をつかみ,的 確 に対応す る ととも

に,潜 在需要を掘 り起 こすな ど積極的な需要 の喚起 を図ってい く必要が

あ る。 このよ うな こ とか ら,郵 政省では,東 京 中央郵 便局,大 阪中央郵

便局等全国16か 所 の郵便局に営業セ ンターを設 け,郵 便市場 の開拓,郵

便営業情報 の収集,分 析を行 うとともに,事 業所 を中心に訪問活動を展

開 し,各 種郵便 サー ビスの利用勧奨を行 ってい るほか,郵 便局にお いて

は,地 域の行事,催 物等にあわせ臨時出張所 を開設 し,切 手類 の販売を

行 ってい る。

さらに,郵 便友の会の育成 のほか,毎 月23日 を 「ふみ の 日」 と定 め,

特に毎年7月23日 には 「ふみづ きふみ の 日」 と して特殊切手 の発行,手

紙 教室の開催等の手紙キ ャンペ ーンを実施 して いる。

また,郵 趣 層の拡大について も各種 の施策 を実施 している。

3多 様化する電気通信

(1)充 実する電気通信サービス

我が国は,今 日,情 報化,国 際化,高 齢化 とい う大きな社会的変化の

中にあ り,社 会の電気通信に対す る期待はますます大きくなっている。

電気通信は一層のサービスの高度化 ・多様化を通じて社会の期待に こた

えていく必要がある。

ア.国 内電気通信

(普及の進む加入電話)

電話は,電 気通信の中でも国民生活や企業活動に欠 くことのできない

基幹的な通信手段としての地位を占めている。
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59年 度末現在 の加入電話等加入数は,前 年度末 に比べ107万9千 加入

増加 し,4,395万9千 加入 とな り,ま た,人 口100人 当た りの普及率は,

36.9加 入 とな り,前 年度末 に比べ1.1加 入増加 した。

(多様 なニーズに こたえ る電話機器)

加入電話の量的充実につれて,利 用者 ニーズは よ り便 利,よ り高機

能,よ り装飾 性豊かな ものへ と高度化 一多様 化 して きてい る。

この よ うなニ ーズにこたえて,カ ラー電話(電 話機 の色は3色 あ り.

ベルの音量 調節 がで きる。),ボ タ ン電話(簡 易な交 換機能 をもち複数の

電話機を利用 で きる。),切 替電話(2台 目,3台 目の電話機),押 しボ

タ ソ式 ダイヤル電話機等 の電話機 器が提供 されてお り,そ の施設数は着

実に増加 してい る。

また,新 たな通信機器 の提供が進 め られてお り,59年 度以降に提供 さ

れた主な通信機器 には,ワ ー ドプロセ ッサに通信機能 を加 えた 目本 語テ

レテ ックス(60年4月 提供開始),通 話を しなが ら文字や 図形を送 るこ

とが可能なテ レライテ ィング端末(60年5月 提供開始)が ある。

60年4月 か ら,端 末設備 の自由化(い わゆ る本 電話機 の開放)が 実施

された。それ までは,1台 目の電話機(本 電話機)は 電電公社 の電話機

の設置が義務付 け られていたが,電 気通信事業法の施行に伴 い,利 用者

は様 々な事業者 の提供す る多彩な電話機 を自由に設 置で きる こととな っ

た。

(充実す る福祉用電話機 器)

高齢化社会 に向け て,ひ と り暮 し老人等に役立つ電話機器 の開発が求

め られて きてい る。 また,こ れ とともに,身 体障害者に役立つ電話機 器

の開発を一層推進 してい く必要があ る。

このた め,福 祉用 電話機器については,こ れ までに も開発 が 進 め ら

れ,特 定 の連絡先へ の緊急発信機 能を備 えた電話機 器,受 話音量増幅機
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能 を備 えた 電話機器,息 ・足 又はひ じでダイヤルで きる電話機器等 の各

種 の機器が提 供 されてい る。

59年 度には さらに,特 定 の連絡先へ の緊急発信機能 を備えた電話機 器

の改良形機器 の提供 が開始 された。改良形 シルバ ーホ ン(あ ん しん)で

は,緊 急時 に押す ボタンをペ ンダン ト型の ワイヤ レス リモー トスイ ッチ

とし,電 話機か ら離れた ところか らで も発信を可能 とした ほか 、ダイヤ

ルを大型 の押 しボ タン式 に して利用 しやす くした り,ダ イヤル した番号

を 表示盤に表示 す るな どの利便性の 向上 が図 られてい る。 また,こ のほ

か,新 た に,描 画 パ ッ ドに書いた文字 ・図形 を液 晶デ ィス プ レイに出力

し,筆 談 による通信を可能 とす るシルバ ーホ ン(ひ つ だん)の 提供 が開

始 され,福 祉用電話機器 の充実 が図 られた。

観
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・態i擁 　

謎鹸 ・濾難 罫

謙灘

か
緊急発信機能を備えたシルパーホン(あ んしん)改 良形
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(高速 デ ィジタル伝送 サ ービスの開始)

電気通信技術の進歩 は,多 様化 ・高度 化す るニーズに こたえた様 々な

新 しい サー ビスの提供 を可能 と してい る。

59年 度には,光 ファイバ ケーブル等を用 いた新世代 のサ ー ビ ス と し

て,高 速 デ ィジタル伝送 サー ビスの提 供が開始 された。

高速 デ ィジタル伝送 サ ービスの概要は,第2-2-10図 の とお りであ

る。 このサービスにおいては,中 継区間には 日本縦貫光 ファイバケーブ

ル(60年2月 に旭川 か ら鹿児島 まで完工)等 を使用す るとともに,端 末

区間には,光 ファイバケー ブル加入者伝送方式,実 用化 されたぼか りの

デ ィジタル 無線方式(26GHz帯)及 び二線時分割伝送方式(メ タ リッ

クケーブルを使用 した場合)等 の新 しい技術 が使用 されてい る。

高速 デ ィジタル伝送 サー ビスには,64kb/s,192kb/s,384kb/s,768

kb/s,1.5Mb/s,6Mb/sの6品 目(こ れ までの最高は48kb/s)が ある。

59年 度末現在,27回 線 が開通 してサ ービスが提供 されてい る。

イ.国 際電気通信

(国際化を支え る国際電気通信)

我 が国社会経済の国際化 が進展す る中にあって,国 際電気通信の利用

第2-2-10図 高 速 デ ィジ タ ル伝 送 サ ー ビス の シス テ ム の概 要

利用者 ディジタル無線 電話局等 電話局等 ディジタノレ無線 利用者

ノ!

乙_」

∠コ

端一末等

繋
回線終端装置

回線終端装置

(26GHz}

一

光フアイバ
ケープル

又はメタリック

ケーブル

蟹節

属
翻蒸

轟
鵜
蓋

磁 露レ

饗

縫
鵜
蓋

禺
羅
釜

(26GH∂

光フアイパ

ケーブル
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ケープル

響
回線終端装置 L

回撚 端装置i[蕊

L端 末区。」 』一一 中継区間._司L端 末区。詞1鱒

ドー 一 一 一 一 一 一 一 ・高速ディジタルf云送サーピ界一一一 一一

NTT資 料に よる。
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第2-2-11図 国際電気通信の動向
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58年度

国際電話取扱数が
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46年 度 騰 …,…,…、三,…,藁

国際 テレックス取 扱数 が 窩i:i:i:i:i=i:i:i=i:i:

国際 電報取 扱 数 を超 える 羅iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

44年 度 璽 轄轄 轄醒鋸^

国際電報 取 扱数 の ピー ク 践琳 購 撒 椰 … ・…
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国際 テ レックスサー ビス開始
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国際テレックス
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国際電報
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2830354045505559

年度

KDD資 料に よ り作成

(注)国 際電報,国 際テ レックス及び国際電話取 扱数は,発 着及 び中継 信の合

計であ る。
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は飛躍 的に増大 してい る。

第2-2-11図 は,国 際 電気通信の動向につ いて,国 際電報,国 際 テ

レックス及び国際電話取扱数 の合計の推移でみた ものであ る。

40年 代前半 までは,国 際 電報が国際電気通信の主役であ ったが,40年

代後半 か らは,国 際テ レックス及び国際電話 の取扱数が増え る と と も

に,国 際電気通信全体の取扱数 も飛躍的に増加 して きてい る。

特に,国 際 電話については,個 人利用の増大及び 国際電話網を利用 し

た ファクシ ミリ通信あ るいはデータ伝送 の増加に よ りその取扱数 の増加

は著 しく,58年 度 に国際テ レックスの取扱数 を超え,国 際電気通信の主

役 としての位置を占めている。

59年 度 の国際電報,国 際テ レックス及び国際電話 の取扱数(発 着及び

中継信 の合計)は,国 際電報が対前年度比14.0%減 の185万 通,国 際テ

レックスは対前年度 比5.0%増 の5,210万 度,国 際電話は対前年度比38.5

%増 の6,890万 度 とな った。

(進む国際 ダイヤル 自動化)

利用者 がオペ レータを介 さず直接相手国加 入者を ダイヤル して接続す

る国際ダイヤル通話は,48年 に米国本 土等4対 地 との間で開始 された。

その後,利 用可能対 地の拡張が進め られ59年 度末には前年 度末に比べ13

対地増加 し126対 地 となった。

また,国 内の利用 可能地域 の拡大,52年 の小刻み課 金制(6秒 毎に課

金)の 導入及び57年 の料金 改定(番 号通話 と国際 ダイヤル通話 に料金格

差 を設 ける。)等に よ り,国 際ダイヤル通話が全発信度数に占める割合は,

48年 度末 には0.4%で あ ったが,59年 度末には71.1%と 大 幅に増加 した 。

ウ.電 気通信料金の改定

国内につ いては,59年7月 か ら,60～320kmの 中距離 の通話料金を

3〃29%引 き下げ,6段 階 となっていた同区間の距離区分を4段 階へ統
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合す ることを内容 とす る通話料金 の改定を行 った。

一方 ,国 際 につい ては,KDDは これ まで数 回にわた り国際電気 通信

料金 の改定を行 って きたが.さ らに60年4月 に も料金 改定 を行 った。

今回 の料金改定は,値 下げ額では これ までの中で最 も大幅 な ものであ

り,ま た,引 下げの対象 とな った サー ビス も 国 際 通 話,国 際テ レック

ス,国 際専用回線 国際テ レビジ ョン伝送等広範な もの とな って い る。

国際通話の改定概要 は次 の とお りであ る。

① 番 号通話料金制 を導入 してい る ヨー ロッパ,中 南米,ア フ リカ地域

の140対 地 の番号通話及び指名通話について2～10%の 引下 げ

② 国 際ダイヤル通話 が可能な126対 地 を対象 に4-14%の 引下げ

③ 国際 ダイヤル通話 の夜間 ・日曜帯の割引率を10%か ら20%に 拡大,

及び深夜帯の割引率を20%か ら40%に 拡大,あ わせて,夜 間割 引の開

始 時間を20時 か ら19時 へ繰上 げ

④ ヨー ロ ッパ,中 南米,ア フ リカ地域 の番 号通話料金制未導入 の51対

地 を対象 に3～11%引 下 げ

なお,改 定後 の主要対地 向け料金は,第2-2-12表 の と お り で あ

る。

国際テ レックスについては,全 取 扱地域(205対 地)を 対象に7～21

%の 引下げを行 った。改定後 の主要対地 向け料金 は,第2-2-13表 の

とお りであ る。

国際専用 回線については,45対 地を対象に音声級5～10%,電 信級4

～11%の 引下げを行 った。改定後 の主要対地 向け料金 は,第2-2-14

表 の とお りであ る。

(2)新 たな時代 を迎 えた電波利 用

電波法及 び放送 法が施行 されて以来,電 波 が広 く国民の利用に開放 さ

れ,我 が国の電波利用は社会経済の発展,通 信関連技 術の急速 な進歩を
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主要対 地向け国際通話料金

主 な 対 地

韓 国

香 港

フ ィ リ ピ ン

米 国 本 土

カ ナ ダ

英

西

国

独

ブ ラ ジ ル

南 ア フ リ カ

番号通話(1分 当た り)

料 金 陣 下げ率

580

円

610

630

750

850

%

4.5

9.6

9.6

国際ダイヤル通話(1分 当た り)

料 金 値下げ率

昼 間 470円

夜 間(380)

深 夜 〔280〕

昼 間 490

夜 間(390)

深 夜 〔290〕

昼 間 510

夜 間(410)

深 夜 〔310〕

昼 間 610

夜 間(490)

深 夜 〔370〕

昼 間 690

夜 間(550)

深 夜 〔410〕

41%

13.6

28.2

5.8

17。0

31.0

8.9

18.0

31.1

14,1

23.4

35.1

13.8

23.6

35,9

(注)1.番 号通話 の料金は3分1分 制であ る。

2.国 際 ダイヤル通話の料金 は6秒 課金制である。

()内 は夜間(19時 ～23時,5時 ～8時)・ 日曜割引料金

〔 〕内は深夜(23～5時)割 引料金

背 景 として,目 覚 ましい発展を遂げてい る。

60年4月 か ら,電 気通信事業法が施行 され,電 波利用は新たな時代を

迎 えた。 国民の増大す る電波利用 ニーズに こた えて,電 波利用 の一層 の

促 進を図ってい く必要がある。

ア.発 展す る電波利用 システム

無線局の数 の推移は,第2-2-15図 のとお りであ る。59年 度末現在
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第2-2-13表 主要対地向け国際テ レックス料金

主 な 対 地

韓

香

国

港

米 国 本 土

オ ース トラ リア

英

西

国

独

ブ ラ ジ ル

南 ア フ リ カ

料 金

(1分 当た り)

620

円

650

680

710

値下 げ率

8.8

%

7.1

15.0

21。1

第2-2-14表 主要対 地向 け国際専 用回線料金(月 額)

主 な 対 地

韓

香

国

港

米 国 本 土

オ ー ス トラ リア

英

西

国

独

ブ ラ ジ ル

南 ア フ リ カ

音 声 級

料 金 陣 下げ率

万 円

120

130

133

135

%

5.0

lo.o

電 信 級

料 金 値下げ率

万 円

30

35

38

41

%

5.0
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(注)電 信級専用回線は50b/sの 場合 の料金

の無線 局の数 は330万 局に達 してい る。 また,割 り当て られた周波数 の

数 も1万2,784波 とな り,用 途 も通信,放 送をは じめ気象観測,ス ピー

ド測定等多岐 にわた ってい る。

(著 しい増加を示 した 自動車電話 とポケ ッ トベル)
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(注)58年1月1日 か ら市 民 ラ ジオ の免 許 制 度 が廃 止 され た こ とに よ

り,無 線 局 の数 か ら除 外 した。

電気 通信事業者が電気通信サー ビスと して提供 している電波利用 シス

テムには,自 動車電話,ポ ケッ トベル,船 舶電話,列 車電話等があ る。

また,こ のほか,航 空機 電話サー ビスを提供 しよ うとす る計画があ る。

自動 車電話は,54年 に東 京において サー ビスが開始 されて以来,順 次

サービス地域 が拡大 され,59年12月 には全国いずれ の都道府県庁所 在地

でもサー ビスの利用が可能 となった。

自動 車電話加入数は,サ ービス開始 以来急速 に増加 し,59年 度末現在

の加入数は,対 前年度末比48.5%増 の4万392加 入 とな った(第2-2
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第2-2-16図 自動車 電話加入数及びポケ ッ トベル加入数の推移
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一16図 参照) 。

なお,60年9月 か ら,自 動 車に取 り付 け られてい る電話機 を車外 に運

び出 して利用 で きる車外利用形 自動車電話 サー ビスが実施 された。

ポケ ッ トベルは,43年 の サー ビス開始以来,急 速な発展を示 し,59年

度末現在の加 入数は対前年度末比14.6%増 の189万 加入 とな った。 また,

サー ビス提供地域の拡大が進め られ,60年 度末 までに はほぼ市制施行都

市 へ拡 大 され る計画 であ る。

ポケ ッ トベ ルにつ いては,57年 か ら受信機に二つ の番号を付与 し,鳴

音を変え ることに よ り受信側にお いて発呼 の識別を可能 とす るデ ュァル

コール サー ビスが実施 され ているが,さ らに,現 在,受 信機 の小型軽量

化,カ ラー化 も実施 されてい る。



第2節 通信サービスの充実 一111-

(飛躍的発展を示すMCAシ ステム)

自営電気通信の一つ であ り,貨 物運送事業での利用 が多いMCAシ ス

テム(MultiCha㎜elAccessSystem)は,制 御局,指 令局,移 動局か

ら構成 され,す べての音声通信は制御 局を通 して中継 され るシステムで

ある(第2-2-17図 参照)。MCAシ ステムは,制 御用1チ ャンネル と

最大15の 通話用チ ャンネルを もち,制 御用チ ャンネルによって空いてい

る通話用 チ ャンネルを順次使用希望者 に付与す るとともに,1通 話当た

りの通話時間を制限する ことに よって,周 波数の利用効率を高めた もの

で,約3千5百 局の収容が可能 であ り,ま た,デ ータ 伝送 も可能 であ

る。

MCAシ ステムは,57年10月 に東京でサー ビスが開始 されて以来,サ

ー ビス提供地域 が拡大 され ,59年 度末 のサー ビス提 供地域は,東 京のほ

か札幌,埼 玉,横 浜,静 岡,名 古屋,京 都,大 阪,神 戸,福 岡,北 九 州

とな った。 また,局 数は,59年 度末現在で対前年度末比122%増 の4万

9,183局 とな った。

指令局

(型贈 灘 篶)

第2-2-17図
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(爆発的な増 加を示 すパー ソナル無線)

パ ーソナル無 線は ,事 業用 に限 らず,個 人が 日常生 活に必要な連絡を

無 線に よって行 うことがで きるよ う制度化 された簡易無線の 一 つ で あ

る。 パー ソナル無線は,57年12月 に制度化 されて以来,爆 発 的な増加を

示 してお り,無 線局 の数は59年 度末現在 で98万 局に達 し,無 線局の数の

全体 の29.7%を 占め るに至 ってい る。

イ.電 波利用 の促進に 向けて

増加す る電波利用の ニーズに こたえて,一 層 の電波利用 の促進 ・拡大

を進めてい く必要があ る。このため,周 波 数資源の開発及 び利 用技 術の研

究を進めてい くとともに利用制度 の見直 しを進 め ることが重 要であ る。

(電波利用 の 自由化施策)

60年4月 に電気通 信事業法 が施行 され,電 気 通信分野 は新 たな時代 を

迎 えた。 これ に伴 い.電 波 を利用 した電気通信事業分野 において も,自

動車電話,ポ ケ ッ トベル等 のサー ビス分野 に競争原理 を導入 し,NTT

以外 の事業者 の参入 を認め る ことと した。 また,自 営 電気 通信の分野 に

お いて も,無 線局を開設及 び運用す るた めの条 件を緩和 した。

(テ レター ミナルシステム構想 の推進)

近年,大 都市にお いては,高 密度 に情報 を収集,処 理す るシステムが

整備 されて きてお り,ま た,今 後,携 帯型 データ通信装置 に対す る需要

が一層増大す る もの と考え られ る。

これ らの需要に こたえ る各種通信 システムは,電 波 を利用す る ととも

に情 報量か らみて 同一伝送路を複数 の利用者が共用 できる もの と考 え ら

れ る。

これ らの ことか ら,郵 政省 では,周 波 数の有効利用 を図 るため,電 波

及 び通信施設を利用者が共 同で利用す る小 ゾー ソ通信基地共 同利用 シス

テ ム(テ レター ミナル システ ム)構 想について検討を開始 した。
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テ レター ミナル システムの構成は,半 径3km程 度を無線通信 エ リア

とす るテ レター ミナルが,必 要な都市 域をす き間な くカパ ーする ように

多数設置 され,そ れ ぞれ のテ レター ミナルが有線通信回線に よ り共 同利

用 セ ンターと結 ぼれ,か つ,こ の共同利用 セ ンターと各利用者 のセ ンタ

ーが有線通信回線又 はテ レター ミナル経由の無線通信回線で結 ばれる も

のである。各利用者の情報収集端末装置,携 帯型 データ通信端末装置等

は,テ レター ミナル及び共 同利用 センターを経 由 して各利用者のセ ンタ

ー と通信を行 う。

テ レター ミナル システムは,次 のよ うな システムに有効であ ると考 え

られ る(第2-2-18図 参照)。

第2-2-18図 デ レター ミナルシステム利用概念図
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① 携帯型 データ通信装置 を屋外 で使用す る電力,ガ スの使用料検針 シ

ステ ム等の各種業務用 データ通信 システム

② 交通デー タ収集 システム,気 象 データ収集 システ ム,大 気汚 染デー

タ収集 システム等 の各種 セ ンサ ーに よるデー タ収集 システム

ウ.電 波監視

(セ ンサスの運用開始)

電波秩序を維持 し,限 られた電波 の有効な利用を確保す るため電波監

視が必要であ る。

特に,近 年,こ れ までの不法市民 ラジオのほか,不 法パー ソナル無線,

不 法 コー ドレス電話等 の新たな形態の不法無線局が出現 してお り,防 災

用無 線及 び警察無線等 の重要無線通信に対す る妨害 が各地 で発生 してい

る。

このため,郵 政省では,こ れ らの妨害 を排除 し電波秩序 を維持す るた

グ
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め,監 視設備の充実 を図 って きた ところであ るが,こ の一環 として60年

4月 に東京 と大阪において超短波遠隔方位測定設備(SENSAS:セ ンサ

ス)の 運用を開始 した。

セ ンサスは,セ ンサー局(方 位局)と セ ンター局か らな り,セ ンター

局は制御部,伝 送部及 びデータ処理部か ら構成 され る。セ ンター局は,

セ ンサー局か ら伝送 された不法無線局等の測定 電波方位デ ータを瞬時 に

処理 し,カ ラーデ ィス プ レイ上に地図 とともに方位線及びその交 点(不

法無線局等 の位置)を 表示す る。

セ ンサスの導入に よ り,電 波発射源の推定 が即時 に行え,か つ,セ ン

ター局 と移動探索車 との間を無線 によ り交信 しつつ,妨 害源に迅速 かつ

効率的に対処 できることとなった。

4拡 充する放送

(1)全 国放送網の充実

放送は,即 時かつ 同時に,し か も経済的に情報の伝達 が可能な ことか

ら,代 表的マス ・メデ ィアの一つ として,今 日,国 民生活 に不可欠な も

の とな ってい る。

(放送の種類及び放送事業者の拡大)

我 が国 の放送は,大 正14年 の中波放送開始以来60年 を 迎 え た。 この

間,昭 和28年 にはテ レビジ ョソ放送,35年 には テ レビジ ョン放送 のカラ

ー化 ,44年 にはFM放 送 がそれぞれ開始 され,さ らに最近 では,57年 に

テ レビジ ョン音声多重放送,58年 にはテ レビジ ョン文 字多重放送(実 用

化試験放送),59年 には衛星放送(試 験放送)が 開始 され るな ど,目 覚

ま しい発展を遂げて きた。

また,放 送事業者については,25年 のいわゆ る電波3法(電 波法,放

送法,電 波監理委員会設置法)の 施行に よって,NHKの ほか民 間放送
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事業者 による放送 の実施が可能 とな り,59年 度末現在,民 間放送事業者

数は129社 に達 してい る。

(テ レビジ ョン放送 の多局化 の進展)

テ レビジ ョン放送 の全 国普及 のた め,郵 政省では,順 次多局化を進め

てお り,59年 度にお いては,こ れ まで民間放送3チ ャンネル地域 であ っ

た長野県及び熊本県を4チ ャンネル化 した。

59年 度末現在,民 間放送4チ ャンネル以上,NHKと 併 せて6チ ャ ン

ネル以上見 られ る世帯は,全 国全世 帯の約80%と なっている。

(FM放 送 の新展開)

FM放 送については,ク リアな音質 が得 られ ステ レオ放送 が可能 であ

ることか ら,こ の特質を生 か した放送 が全国的に実施 で きるよ う周波数

の割当てを行 って きた。

その結果,NHKに ついては,全 国で 聴取 できるよ うに なって い る。

一 方 ,民 間放送 につ いては,60年6月 末現在,41都 道府県につ いて周

波数 割当てを行 っている。 この うち,16都 道府県で放送が実施 されてお

り,さ らに60年 内に5県 で放 送が開始 され る予定 であ る。 また,残 りの

20県 で も順次放送 が実施 され ることにな ってい る。

なお,ま だ周波数 の割当てが行われ ていない6県 につ いては,で きる

限 り早期に放送が実施で きるよ う検討 を進 めている。

また,今 後,周 波数事情,経 営基盤,放 送需要,さ らには音声放送 の

全体的な在 り方等 を考慮 しつつ,FM放 送 の多局化 を進 めてい くことと

し,差 し向 き大都市地区等におけ る多局化を 図る こととしてい る。

(放送局数 の増加 と難視聴解消の進展)

NHKの テ レビジ ョン放送は27年 度末に開始 され,翌28年 度末には,

局数 は3局,カ パ レージは33%に まで引 き上げ られ,32年 度末には,局

数 は18局 と増加 し,カ バ レージ も57%と な った。NHKは,30年 代か ら
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40年 代にかけて3次 にわた る長期計画の下 に置 局 を 進 め,39年 度末 に

は,カ パ レージは90%に 達 した。その後,50年 代にはい って も,局 数は

着実な増加を続け,59年 度末現在6,916局 とな ってい る。

一方 ,民 間放送 のテ レビジ ョン放送は,28年8月 の放送 開始以来,毎

年ほぼ順調に置 局が進め られ,特 に,50年 代にはい ってか ら,急 激な増

加を示 し,59年 度末現在6,068局 となってい る。

こ うした置局 の拡充の結 果,59年 度末現在,地 上 テ レビジ ョン放送 の

辺地難 視聴世帯数は,NHKに つ いては約42万 世帯,民 間放送について

は約108万 世帯 と推定 されてお り,10年 前に比べそれぞれ49万 世 帯,122

万世帯減少 している。

なお,NHKの テ レビジ ョン難視聴については,衛 星放送 に よ り全国

的規模 で解消を図 ることとし,59年5月,試 験放 送 が開始 された ところ

である。

また,中 波放送について は,大 正14年 に放送が開始 され て以来,国 民

生活に不可欠な もの として置局が進 め られて きてい る。59年 度において

は,外 国放送 に よる混信等の難聴を解消す るため,郵 政省は,NHK及

び民間放送の19局 に関 し,中 継 局の開設,周 波数 の変更等が可能 となる

よ う措 置す る とともに,小 電力中継局 の導入に向け て調査研究を開始 し

た。

(2)国 民生活に定着する放送

(放送時間 と視聴時間)

1日 当た り平均放送 時間につ いてみ ると,NHKの ラジオ(中 波第1

放送)は 放送開始以来,急 速に伸び,昭 和30年 代 の初めにおいて,現 在

と同 じ水準 の19時 間に達 している。一方,テ レビジ ョン(総 合)は,ラ

ジオ以上に急激な伸 びを示 し,48年 の石油危機 の影響を受けて一時若干

の短縮 があった ものの,現 在,ほ ぼ18時 間 とな ってい る。
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また,民 間放送において も,60年 現在(1創3月 平 均),ラ ジオ放送

(中波放送,短 波放送及びFM放 送 の平均)が22時 間24分,テ レビジ ョ

ン放送が18時 間22分 となっている。

このよ うに,現 在,生 活時間のほぼあ らゆ る時間帯において放送 が行

われてお り,い つで も放送 に接 し得 る状況に ある。

一方 ,NHKが59年11月 に行 った 「全 国視聴率調査」に よれば,テ レ

ビジ ョン放送(NHK及 び民間放送)に 対す る国民 の接触者率(テ レビ

ジ ョン放送を少 しで も見 た人の割合)は,平 日89%と ほ とん どの国民 が

何 らか のかた ちでテ レビジ ョン放送 を見てい る ことを示 し て い る。 ま

た,1日 の平均視聴時 間 も,3時 間6分 とな ってお り,国 民生活 におい

て大 きな位置を占めている。

ラジオ放送に対す る国民の接 触者率 は,平 日31%で あ り,テ レビジ ョ

ン放送 に比較 して国民の接触者 率は低 く,聴 取時間 も40分 と少 ないが,

聴取者態様 の変化に対応す ることによって,安 定 した聴取状態 を保 って

いる。

(移 り変わ る放 送番組)

第2-2-19図 は,テ レ ビジ ョン放送 の放送時間 に占める報道番組 の

割合 の推移をみた ものであ る。 報導番組 に対す る国民 のニー ズ は 大 き

く,こ の10年 間,NHKは 高い割合を維持 している。 また,民 間放送 は

ほ醸一貫 して上 昇傾向がみ られ る。

(3)緊 急警報放送システムの導入

(緊急警報放送 システ ムの概 要)

放送は,災 害情報の伝 達に極 めて有効 な ものであ り,こ れ まで も大 き

な役割を果た して きた。 緊急警 報放送 システムは,こ うした災害情報の

伝達におけ る放 送の効用 を一層 高め るために開発 された ものであ る。

その概要は,受 信者が緊急警 報受信機 を用 意 し,あ らか じめ待 受受信
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テ レビジ ョン放送の放送時間 に占め る報道番組の割合

NHK

民間放送

4950515253545556575859

年 度

「放送番組統計」(NHK),「 番組統計」(日本民間放送連盟)に よ り

作成

(注)1.NHKは 総 合番組局

2.民 間放送は1～3月 平均

の状態に しておけば,ラ ジオ放送(中 波,短 波,FM),テ レビジ ョン

放送あ るいはテ レビジョン音声多重放送 による災害に関す る放送 の前に

放送局 が緊急警報信号を送 ることに よ り,自 動的に警報音が発生 し引 き
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第2-2-20図 緊急警報放送システムの概 要

放送局値レ 〆 ・/

奮
緊急警報信号

贈 製
、発r置

譜 墓
藤

[叢馨　蓑　萎蕪 書嚢　畢妻]

専用型(独 立 タイプ)

炉r彦
扉

[警報音の発生により注意を喚起された受信者が従来の受信機のスイソチを入れて,引き続く放送を受信する]

内蔵型受信機(テ レビジョン放送用)

轟 際欝]
ii灘 一

r'μ'

続 く放送が受信できるものである(第2-2-20図 参照)。

郵政省は,57年12月 に電波技術審議会(現 在の電気通信技術審議会)

からシステムの技術的条件について答申を受けて以来,防 災関係機関,

放送事業者を含めて運用の在 り方を検討 してきたが,60年6月,導 入の

ための制度面の整備として関係省令を改正 し,実 用化への途を開いたと

ころであ り,9月1日,NHK及 び一般放送事業者の 一部により運用が

開始された。

本システムの導入によって,放 送終了後の深夜や,日 中でも視聴者が

放送を視聴 していないときにおける災害情報に関する放送の受信がより

確実なものになると期待される。

なお,郵 政省では,緊 急警報受信機の良好な動作を確保 し,災 害に関

する放送のより確実な受信に資することを 目的 として 「緊急警報受信機

に関する推奨基準」を明 らかに したところであ り,今 後,関 係機関 とと

もに受信機の普及を促進 してい くこととしている。
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(4)放 送大学学園が放送開始

(ス ター トした放送大学)

高度情報社会 におけ る生涯教育 ・学 習機関 と して,放 送大学学園法に

基づ き56年7月 に設立 されれ放 送大学学 園は,59年11月1日 か ら60年3

月31日 までの間,放 送大学の概 要紹介,授 業科 目,担 当教員,入 学手続

等に関す る番組 を予告放 送 として実施 した後,60年4月1日 か ら,1万

7千 人の学生 を受け入れて関東地方を対象に授業放送 を開始 した。

第2-2-21図 放送大学の概要

馨欺
番組伝送線(自 営
マイクロ回線及び
NTT専 用線)

送 信刷
パ ラ ポラア ンテナ

(東 京 タワー向け)

連携・ 協 力

放送教醐 発センクー 放送 大学

鞭
国公私立 大 」ノ

劃1

　　み さぜロ里7 賄

』

放送視聴の学習

印刷教材

学 生

学 習セ ンター

群馬,埼 玉,千 葉

束 京第一.東 京第二,

神 奈川

放 単 面
送 位 接
授 認 授
業 定 業
再 試
視験
聴等

放送大学学園資料 による。

11

魚
[難蓼嘉行事]
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〉 〆 ふ 田原 ● 隊 甫
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放送轡 齢 による.



第2節 通信サービスの充実 一123-

(放送局及 び授業放送の対象地域)

放送大学学 園は,東 京及び群馬 に放送局を開設 して,テ レビジ ョン放

送及びFM放 送 の2系 統で放 送を行 うことと し,59年11月1日 に東京テ

レビジ ョン放送局(第16チ ャ ンネルUHF)及 び東京超短 波 放 送 局

(77.1MHz)を,60年1月1日 に前橋 テ レビジ ョン放送局(第40チ ャン

ネルUHF)及 び 前 橋超短波放送局(78.8MHz)を 開局 した。 その

電波の到達す る範 囲が対象地域 とな ってお り,お おむね第2-2-22図

の とお りである。

(学生 の受入れ状況)

放送大学学 園の60年 度第1学 期 の学生受入れ状況は,男 女ほぼ半 々と

な ってい る。 また,年 齢別,職 業 別にみ て も,学 生 は広い範 囲に及 んで

い る(第2-2-23図 参照)。

第2-2-23図 学生の属性別分布状況

60歳 以 上10代 個 人 ・自 由 業 教 員 そ の他

5.6%4.2%7.2%2,5%8・7%

50代

11.7%

40代

24.4%

年齢別

20代

23,7%

30代

30.4%

放送大学学 園資料 による。

会社
(商店)員

公 務 員

12.9%職 業 別 銀 行 員

36.4%

無 職32.3%
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(5)国 際放送 の拡充

国際放送は,我 が国の政策,国 情等について正確 な情報を諸外 国に提

供 し,我 が国に対す る正 しい理解 と認識を深め るための有力な手段 とな

ってお り,ま た,在 外邦人に とっては我が国か らの情報を得 る手段 と し

て重要な役割を果た してい る。

我が 国の国際放送は,NHKに よ り実施 されてい るが,昭 和10年 に 当

時 の社 団法人 日本放送協会に よ り,海 外放送 と して北米西部 ・ハ ワイ向

けに1日1時 間 の放送を開始 したのが最初 であ り,そ の後,第 二次大戦

後 の中断 を経て,27年2月 に再 開 し今 日に至 ってい る。

NHKの 行 う国際放送は,郵 政大 臣の命令 によるもの とNHKの 業務

として行 うものか らな ってお り,放 送 に当た っては両者 を一体 として行

い,放 送効果 の向上を図 ってい る。

(放送番組等 の充実)

放送 の再 開当時,5区 域であ った放 送区域 は,そ の後順次拡大 され,

59年 度現在,18区 域 に向けた 「地域向け放送 」 と世 界全区域 に 向 け た

「一般 向け放 送」が行われてい る。 また,使 用言語につ いて も,日 本語

及び英 語の2言 語 であった ものが,21言 語 とな ってお り,放 送区域に合

わせた きめ細かな番組 の編成がな されてい る(第2-2-24表 参照)。

(送信体制 の拡充 強化)

国際放送の果 たす べ き役割は,国 際社会におけ る我が国の地位役割 の

向上 に伴い,ま す ます大 きな もの とな って きてい る。 このた め,59年4

月か らは,一 般向け放送 の放送時間を1日3時 間延長 し16時 間30分 とし

て,地 域向け放送 と併せて1日40時 間に拡充 した。 また,54年10月 か ら

は ポル トガルの シネス送信所 を利用 して1日1時 間,59年4月 か らはガ

ボ ン共和国の モヤ ビ送 信所 を利用 して1日6時 間の中継放送 を行 ってい

る。
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第2-2-24表 一般向け放送番組時刻表例

放送時問(日本時間)

13
0～10

0～14

一22

～25

～35

一40

～50

～55

～00

月 火 水 木 金 土 日

ス
10

ス ポ ツ ニ ユ ス 4

解 説 ま た は 時 の 問 題 8

ヒ ッ ト ソ ン グ 3

スポーツ

ウィークリー

15

日本の主張

世 界の 声
15

日本の文化

15

こんにちは

東 京 で す
15

ラジオ日本

ジャーナル

15

科学 トピックス

15

くらしの情報室

15

こんにちは

東 京 で す
15

ふるさとだより ラジオ日本

10ジ ャーナル

15

東京ジョッキー

アジアリポート

2015

郷土の話題

25
ラジオ日本ガイド

5

ユ ス 5

NHK資 料 による。

これ らの施策に加えて,送 信体制の強化を図るため,59年 度 か ら4か

年計画 でKDD八 俣送信所 の国際放送専用設 備の整備拡充を図 っている

ところである。

5経 営環境の変化と事業経営の動向

(1)通 信事業の経営概 況

(景気拡大 が続いた我が国経済)

59年 度の我 が国経済は,景 気上 昇の2年 目であ り,物 価 が安定す る中

で順調な景気拡大 を続け,経 済成長率 は,名 目で6.7%,実 質で5.7%

といずれ も前 年度 を上回 った。 これ は,米 国経済の拡大 が急速で,し か

も ドル高が続いたため輸出 の伸 び も大 きく,そ れを背景 とした生産の拡

大か ら企業収益 が増加 し,折 りか らのハイテ ク分野の 目覚 ましい進展 と

あいまって,設 備投 資が力強い拡大を示 した ことに よるものであ る。

(4.4%増 とな った通信 サー ビス生産額)

社会経済 の基盤をなす通信 の分野 においては,こ の ような経済 の動 向

を受け,59年4月 の国際電気通信料金の引下 げ,59年7月 の国内通話料

金の引下げが実施 された ものの,通 信産業の生産額(通 信サー ビスの収
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第2-2-25表 通信サー ビスの生 産額

(単位:億 円,%)

区 別 58年 度 59年 度 増減(・)副 備 考

郵 画 Il,372111,574 1・羅 妻鍬 会計における

公 社 電 話

有 線放 送 電 話

国 際 電 話

公 社 電 信

国 際 電 信

公 社 専 用

国 際 専 用

ア ータ

通 信

盆社釜繧繍
公社デ ータ
通信回線 等

39,840

170 41,135

1,125

578

614

1,192

1,024

84

1,108

1,170

1,235

2,405

41,117

174

1,309

42,600

529

1,148

619

1,066

77

1,367

1,387

1,143

2,754

3.2

2.33.6

16・31

十 ・
4.0

△7.3

16.8

12.4

3.2

14.5

電電公社の電話収入

各事業体の事業収入

KDDの 電話収入

電電公社の電信収入

KDDの 電信収入

電電公社の専用収入(デ ー
タ通信収入を除 く。)

KDDの 専用収入(デ ータ
通信収入の一部を含む 。)

電電公社の データ通信収入

国 際 そ の 他 981 114 16.6KDDの そ の 他 の 収 入

NHK

民間
放送

ラ ジ オ

テ レ ビジ ョ ン

2,853

1,604

10,478

14,935

3,339

1,680

11,059

16,078

17.0

4.8

5.5

7.7

受信料収入と交付金収入

民間放送各社のラジオ収入

民間放 送各社のテ レビジ 。
ソ収 入

合 計 ・・2451 75,411 4.4

国民総生産
参 考 民 間最 終

消 費支 出

2,785,912

1,651,959

2,973,110

1,734,022

6.7名 目 額

5.0名 目 額

郵政省,電 電公社,KDD,NHK,日 本民間放送連盟,経 済企画庁資料 に よ り作成

入額)は 全体 では7兆5,411億 円 と前 年度に比べ4.4%の 増加を示 した

(第2-2-25表 参照)。

(2)通 信 事業の収支状況

59年 度の通信事 業の収支状況は,順 調な景気拡大 を示 した経済 の動 向

を受けて,お おむ ね安定 した推移 を示 した(第2-2-26図 参照)。

(黒字を維持 した郵便事業)
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第2-2-26図 通信事業の収支率の推移

110

105

収

支100

率

95

90
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,,'ノ'

〈
!

郵便

/云 謙 社
一 齢一一ii……三≦淑

ぐ民間放送
KDD

%81L
一__一______
545556575859

年 度

郵政 省,電 電公社,KDD,NHK,日 本民間放送連盟資料 に より作成

(注)1・ 収支率 ・叢懸 ・1・・

2.民 間放送は,全 社の平均である。

郵便事業については,ニ ーズに即 した新 しいサー ビスの開始や事業経

営の効率化に努めた結果,収 入は対前年度比1.6%増 の1兆2,710億 円,

支出は同3.5%増 の1兆2,596億 円で,差 引 き114億 円の収支差額 を生 じ.

た。 これに よ り累積欠損金は87億 円に減少 した。

(収支率が上 昇 した電電公社)

電電公社については,収 入が59年7月 に実施 した 中距離通話料 金の引

下 げの影響を受け,対 前年 度比4.5%増 の4兆7,562億 円に とどまった。

一方,支 出は,同6.2%増 の4兆4,285億 円 とな り,差 引 き3,276億 円

の収支差額 を生 じた。 この結果,収 支率は93.1%と な り,前 年度 に比べ
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1.5ポ イン ト上 昇 した。

(収支が好調なKDD)

KDDに ついては,国 際電気通 信の著 しい増加等を背 景 として,収 入

が対前 年度比1α3%増 の2,173億 円 とな った。一方,支 出は同8.6%増 の

1,968億 円で,差 引き204億 円の収支差額を生 じた。

(黒字 に転 じたNHK)

NHKに つ いては,59年4月 の受信料 の改定等 に よ り,収 入 が対前年

度比17.7%増 の3,451億 円 とな った。一方,支 出は 同6.2%増 の3,194億

円で,差 引 き257億 円の収支差額 を生 じた。NHKで は,こ の うち81億

円を放送債券 の償還,借 入金の返済等 に使用 し,176億 円を翌年度以降

の財政 安定 のための繰越金 とした。

(全体 として安定 した収支状況 の民間放送)

民 間放送 につ いては,収 入が広告料収入の伸 びに よ り,総 収 入が対前

年度比5.5%増 の1兆3,529億 円を計上 した。一方,総 支 出は,5.9%増

の1兆2,323億 円 とな り,差 引 き1,206億 円の収支差額 を生 じた。

(3)通 信事業の財務構 造

(人力依 存度が高い郵便事業)

郵便事業については,人 力依存度が高い事業 の性格 に よるほか,局 舎

借 入,輸 送 の外部委託等 の運営形態を とってい るこ とか ら,職 員1人 当

た り固定資産額 を示す労働装備率が505万 円 と他 の通信事業 に比べ て低

い値 を示 している。

(固定資産比率が高い電電公社)

電電公社 については,全 国的で大 規模 な設 備を有す る事業 の性格 を反

映 して,総 資産に 占める固定資 産の比率が93.1%と 他の通信事業及び他

の産業 と比べて高い値 を示 している。 また,労 働装備率 も2,937万 円 と

高い値 を示 している。
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(負債比率が上 昇 したKDD)

KDDに ついては,お おむね前年度 と同様 の財務状況 にあ るが,総 額

330億 円の転換社債発行等に よ り負債 が増加 し,自 己資本に対す る負債

の割合 を示す負債比率 が69.4%と な ったが,他 業種 と比べる と依然 とし

て低 い数値であ り,ま た,こ の増加分は株式へ の転換が進むにつれ て減

少 が見込 まれるので,健 全 な財務状況にある といえ る。

(負債比率が低下 したNHK)

NHKに ついては,負 債比率,固 定 比率 が低下 し,労 働装備率 が上昇

した。

(4)通 信関係設 備投資

59年 度 の通信分野 におけ る設備投資額は,2兆83億 円であ り,対 前年

度比0.9%の 増加 とな った。

(機械化を推進す る郵便事業)

郵便事業では,局 舎事情の改善 を図 り,郵 便局の増置 を行 ったほか,

郵便物の処理 の近代化,効 率化の一環 として,59年 度にお いても郵便番

号 自動 読取 区分機,郵 便 自動選 別取 りそ ろえ押印機等 の省 力機械が配備

され,引 き続 き機械化が推進 された。 これ らの設 備投資額は対前年度比

13.0%減 の1,204億 円である。 この うち,745億 円が 自己資金で,459億

円が財政投融資(簡 保資金)か らの借 入金である。

(日本縦貫光 ファイバケー ブルを完成 した電電公社)

電電公社では,対 前年度比2.4%増 の1兆7,226億 円の設備投資 が行わ

れた。 これ に より,一 般加入電話119万 加 入の増設 が行われたほか,公

衆電話7万 個,プ ッシェホ ン188万 個,ホ ームテ レホ ン298千 セ ッ トが設

置 され た。 また,局 舎の建設 のほか,日 本縦貫光 ファイバ ケー ブルの建

設(60年2月 旭川～鹿児 島間完成)等 通信設 備の拡充並びに維持 改良が

行われ た。資金調達額は,2兆5,598億 円であ り,こ の うち内部資金は
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1兆9,173億 円,電 信電話債券等 の外部資金は6,425億 円である。

(小山国際通信 セ ンターの建 設を進 めるKDD)

KDDで は,対 前年度比8.3%減 の621億 円の設 備投資 が行 われた。

これに より,小 山国際通信セ ンターの建設(60年8月 国際電話の運 用開

始),沖 縄 ・本州 間海底 ケーブル の建設,山 口衛星 通信所 における イ ン

テルサ ッ トV号 系 衛星用新 地球 局の建設 が行 われた。 また,国 際通信回

線については1,013回 線 が増設 され た。 なお,60年2月,設 備資金の一

部に充当す るため,総 額330億 円の転換社債 を発行 した。

(実用放 送衛星 の整 備を進 めるNHK)

NHKで は,対 前年度比0.2%減 の401億 円の設備投資 が行 われ た。テ

レ ビジ ョン放送 につ いては,テ レビジ ョン放送難視聴解消 のため極微小

電力テ レビジ ョン放送局(ミ ニサテ)を 含め,総 合放送7局,教 育放送

8局 を開設 した。 ラジオ放送 につ いては,第1放 送2局,FM放 送3局

を開設 した。 また,画 質 改善等 のため の放送設備 の改善,老 朽設 備の更

新,地 域放送充実 のため の取材機器等 の整備,テ レビジ ョン音声多重放

送関係設備 の新設等を進め る とともに,実 用放送衛星 につ いて,製 作,

打上げ等に関す る業務を通信 ・放送衛星機構 に委託 してその整備を進 め

た。

(ラ ジオ単営社(FM)5社 が開局 した民間放送)

民間放送 では,対 前年度比0,8%増 の631億 円の設 備投資 が行われ,新

たに ラジオ単営社(FM)5社 が開局(1社 は中波放送 か らの転 換)し

たのをは じめ として,テ レビジ ョン放送局185局 の開設等 が行われ た。


